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１．開会及び延会 令和６年６月１７日 午前１０時００分 開会

午後 ４時３１分 延会

３．出席議員15名 １番 西 川 善 浩 ２番 横 井 晶 行

３番 柴 田 三 乃 ４番 坂 本 剛 司

５番 杉 本 訓 規 ６番 梨 本 洪 珪

９番 松 林 謙 司 10番 谷 原 一 安

11番 川 村 優 子 12番 増 田 順 弘

13番 西 井 覚 14番 藤井本 浩

15番 下 村 正 樹

欠席議員０名

４．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者の職氏名

市 長 阿 古 和 彦 副 市 長 東 錦 也

教 育 長 椿 本 剛 也 企 画 部 長 高 垣 倫 浩

総 務 部 長 林 本 裕 明 財 務 部 長 米 田 匡 勝

市民生活部長 西 川 勝 也 都市整備部長 安 川 博 敏

産業観光部長 植 田 和 明 保健福祉部長 中 井 智 恵

こども未来創造部長

上下水道部長 井 邑 陽 一

５．職務のため出席した者の職氏名

事 務 局 長 板 橋 行 則 書 記 神 橋 秀 幸

書 記 岸 田 聖 士 書 記 西 邨 さくら

６．会議録署名議員 ８番 奥 本 佳 史 ９番 松 林 謙 司

７．議事日程

日程第１ 一般質問
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一般質問通告一覧表

質問

順番

議席

番号
氏 名 質疑方法 質 問 事 項 質問の相手

１ ９ 松林 謙司 一問一答
男性に対する子宮頸がんのワクチンの

接種について

市 長

担当部長

食品ロス削減への住民運動の更なる推

進について

市 長

担当部長

円滑な健康診断実施のための環境整備

の推進について

教育長

担当部長

２ ７ 一問一答 アピアランスケアへの助成について
市 長

担当部長

パートナーシップ制度について
市 長

担当部長

３ ２ 横井 晶行 一問一答 太鼓橋のメンテを問う 担当部長

草刈りメンテを問う 担当部長

４ １ 西川 善浩 一問一答 新町スポーツゾーンと部活動の地域移

行について

市 長

教育長

担当部長

５ １２ 増田 順弘 一問一答
市 長

担当部長

災害時用トイレの備えの充実について
市 長

担当部長

６ １０ 谷原 一安 一問一答
市 長

担当部長

高齢者の終活支援について
市 長

担当部長

７ ３ 柴田 三乃 一問一答
あらゆる年代の市民への孤独・孤立対

策について
担当部長

８ １４ 藤井本 浩 一問一答 車椅子使用者等駐車スペースの屋根設

置について

市 長

副市長

担当部長

防犯カメラ設置費用の補助制度創設に

ついて

市 長

副市長

担当部長

自治体交流について
市 長

担当部長
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９ ４ 坂本 剛司 一問一答
会計年度任用職員の特別休暇の取り扱

いについて

市 長

担当部長

放課後子ども教室について
教育長

担当部長

生態系等に影響を与える外来植物につ

いて
担当部長

今後の事業の継続性について 市 長

１０ ８ 奥本 佳史 一問一答
本市におけるデザインの考え方につい

て

市 長

担当部長

民間提案制度について
市 長

担当部長
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開 会 午前１０時００分

川村議長

城市議会定例会第２日目の会議を行います。

本日、議会だより用に議場内の写真撮影を行いますので、ご承知おきください。

すので、ご承知おき願います。

これより本日の会議を開きます。

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりでございます。

日程第１、一般質問を行います。

申し上げます。去る６月６日の通告期限までに通告されたのは10名であります。質問者は

お手元に配付の通告一覧表に記載のとおりであります。なお、一般質問の方法は10名の議員

全員が一問一答方式を選択されております。制限時間につきましては、質疑、答弁を含めて

60分とし、反問時間は制限時間には含みません。また、質問回数につきましては、制限はご

ざいません。

それでは、ただいまより一般質問を行います。

最初に、９番、松林謙司議員の発言を許します。一問一答方式で行われます。

９番、松林謙司議員。

松林議員 皆様、おはようございます。公明党の松林謙司でございます。議長のお許しをいただき、

これより一般質問をさせていただきます。

今回、私の質問は３点ございます。第１点目が、男性に対する子宮頸がんワクチンの接種

について。第２点目が、食品ロス削減への住民運動の更なる推進について。そして第３点目

の質問が、円滑な健康診断実施のための環境整備の推進について。以上３点について質問さ

せていただきます。

なお、これよりは質問席より行わせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

川村議長 松林議員。

松林議員 それでは、まず第１点目の質問、男性に対する子宮頸がんワクチンの接種についてお伺い

をさせていただきます。子宮頸がんの主な原因として知られるヒトパピローマウイルス、Ｈ

ＰＶは、中咽頭がんなど他のがんを引き起こすこともあります。そのため、男性のＨＰＶワ

クチン接種は、パートナーの女性を守るだけではなく、男性自身のがんの予防にもつながり

ます。海外では、ＨＰＶワクチンの男性への接種が進んでおり、国内でも男性の接種費用を

自治体が助成する動きが出ております。東京都では、2024年４月から、小学校６年生から高

校１年生の男性を対象に、区市町村を通じて接種費用の半額を助成することが決定しました。

子宮頸がんワクチン、ＨＰＶワクチンに関する日本の男性の理解度はどうなっておるのでし

ょうか。

ＰＭＳ（月経前症候群）対策アプリ、ケアミーを運営するヘルスアンドライツは、４月９

日の子宮頸がんを予防する子宮の日に合わせて、15歳から44歳までの男性400人を対象にＨ

ＰＶワクチンの認知度調査を実施しました。男性は、子宮頸がんを予防できるワクチンがあ
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るということをどのぐらい認知しているのだろうかという質問をしたところ、45.7％の男性

が知っている、54.3％の男性が知らないと回答。半数以上の男性が、子宮頸がんを予防でき

るＨＰＶワクチンの存在を認識していないことが明らかになりました。男性の半数以上が子

宮頸がんを予防できるＨＰＶワクチンを知らないということであります。では、ＨＰＶワク

チンを知っている男性のうち、男性のＨＰＶワクチン接種が女性の子宮頸がん予防につなが

ることを知っている人はどのぐらいいるのでしょうか。知っていると回答したのは39.3％、

知らないと回答したのは60.7％、ＨＰＶワクチンの存在は認識していても、そのうち６割は、

男性が接種することが女性の子宮頸がん予防につながることを知らないという結果でありま

した。

ＨＰＶ、ヒトパピローマウイルスは、主に性行為によって感染するウイルスです。そのた

め、男性がワクチン接種による感染予防をすることで性交渉によるＨＰＶ感染から女性を守

り、子宮頸がんの予防につながります。さらに、ＨＰＶワクチンを知っている男性のうち、

男性のＨＰＶワクチン接種による男性自身への効果を知っている人はどのぐらいいるのかを

調べたところ、知っていると回答したのは32.2％、知らないと回答したのは67.8％という結

果に。男性がワクチンを接種することで、ＨＰＶ、ヒトパピローマウイルスが原因となる中

咽頭がん、肛門がん、尖圭コンジローマなどの予防に効果が期待できます。

自分自身の健康に影響するにもかかわらず、約７割の男性がＨＰＶワクチン接種による効

果を認識しておりません。男性はＨＰＶワクチンについて知る機会がなく、女性でもご存じ

ない方もおられるので、ＨＰＶワクチン自体を知っている男性が半分以下という調査結果は

無理もないかと考えられます。また、ＨＰＶワクチンは、現在でもそうですが、かつて子宮

頸がんワクチンと呼ばれていたこともあり、女性だけに関係のあるものという印象の方が多

くなっております。実際に、ヒトパピローマウイルス、ＨＰＶが原因となる病気、子宮頸が

んだけではなく、男性もかかる肛門がん、中咽頭がん、陰茎がん、尖圭コンジローマなどの

予防につながります。

ヒトパピローマウイルス、ＨＰＶは、主に性行為によって感染するウイルスです。ＨＰＶ

ワクチンを男性自身が接種することで、男性自身の病気の予防にもなりますし、男性が感染

することで将来パートナーに感染させるリスクも下がります。男女ともに接種率が高いオー

ストラリアでは、国全体でＨＰＶ感染率や子宮頸がん罹患率が下がってきております。

ここでお伺いをさせていただきますが、男性がＨＰＶワクチンを接種することで、男性自

身の病気の予防にもなりますし、男性が感染予防することで将来パートナーに感染させるリ

スクも下がります。男性が子宮頸がんワクチン、ＨＰＶワクチンを接種することの有用性に

ついては、まだまだ広く周知徹底がなされていないのではないかと、このように思います。

本市におきましても、市のホームページや広報等で、男性が子宮頸がんワクチン、ＨＰＶワ

クチンを接種することの有用性、効果の周知徹底を図るべきであると、このように思います

が、お考えをお示しください。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 皆さん、おはようございます。保健福祉部、中井でございます。よろしくお願い
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いたします。

ンに係る情報については、現在、周知することはできておりません。子宮頸がんワクチンを

接種することの有用性につきましては、東京都保健医療局のホームページにおきましては、

男性の子宮頸がんワクチン接種の効果といたしまして、男性がワクチンを接種することで、

中咽頭がん、尖圭コンジローマなどの原因と考えられているＨＰＶ、ヒトパピローマウイル

ス、そのＨＰＶへの感染予防が期待できます。加えて、男性がワクチン接種による感染予防

をすることで、性交渉によるＨＰＶ感染から女性を守り、子宮頸がんの予防にもつながりま

す、と掲示されております。

また、国では令和２年12月に、４価ＨＰＶワクチンの男性への適用拡大が薬事承認され、

令和４年８月の厚生労働省のワクチン評価に関する小委員会では、国立感染症研究所にファ

クトシート作成の依頼が行われ、予防接種法の定期接種化のために必要な情報の収集を進め

られているところでございます。国においては、定期接種化はまだ実現に至っておりません

が、このワクチンについての情報についての周知の方法や時期につきましては、国の動向や

他市町村の状況を踏まえて検討してまいりたいと考えております。よろしくお願いいたしま

す。

川村議長 松林議員。

松林議員 ありがとうございます。国内で使用されているＨＰＶワクチンには、２価、４価、９価の

３種類があります。そのうち男性への接種が承認されているのは４価ワクチン、商品名、ガ

ーダシルのみです。現在、男性への接種は定期接種でないため、費用は接種者が全額負担と

なり、１人合計３回の接種が必要なので、５万円から６万円程度かかります。東京都荒川区、

足立区、大田区、品川区などでは、男性のＨＰＶワクチン接種につきましては、令和６年４

月より３回接種分を全額助成しております。なお、江東区につきましては、令和６年６月よ

り、１回分のワクチン接種の助成限度額、１万7,660円の限度額を設けて計３回を助成して

おります。

なお、接種の対象者については、いずれの区でも、小学校６年生から高校１年生相当の男

性の方となっております。３回のＨＰＶワクチン接種費用は５万円から６万円程度と少し高

額ですが、本市におきましても、一定の基準、限度額を設けて支援をするべきであると、こ

のように思いますが、阿古市長のお考えをお示しください。

川村議長 阿古市長。

阿古市長 男性の子宮頸がんワクチン接種につきましては、現在、厚生労働省におきまして、定期接

種になっていない状態でございます。予防接種につきましては、厚生労働省の判断を、安全

性、有効性、そして費用対効果等を重視して評価すると考えた場合には、定期接種に移行し

ていないところが非常に懸念をする状況でございます。全国の状況を見ましても、助成事業

として行っている自治体が多いのは、定期接種という判断が１つの目安になっているかと思

われます。今後も国の動向を見ながら、情報収集と検討を重ねてまいりたいと考えておりま

す。
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川村議長 松林議員。

松林議員 市のホームページや広報等で、男性が子宮頸がんワクチン、ＨＰＶワクチンを接種するこ

との有用性、効果の周知徹底を図っていただき、また、ワクチン接種の助成制度を創設して

いただきますように切に要望いたしまして、第２点目の質問、食品ロス削減への住民運動の

更なる推進についてお伺いをさせていただきます。日本では、食べられるのに廃棄される食

品、いわゆる食品ロスは約612万トンと言われております。実際に食品ロスを出す割合を見

ると、食品関連事業者が全体の55％で、残り45％は家庭からのものであり、大切な資源の有

効活用や環境負荷への配慮から、地域における食品ロスを減らす取組は大変に重要でありま

す。

食品ロス削減は、気候変動対策としても大変に重要であり、廃棄における直接的に生じる

環境影響だけではなく、その生産過程で投入される天然資源やエネルギーの消費、製造、加

工、流通、卸、小売りの各段階でのエネルギー消費など、環境に及ぼす影響は決して少なく

ありません。食品ロス削減への住民運動の更なる推進は非常に重要であります。このような

状況を受け、国、地方公共団体、事業者、消費者の多様な主体が連携し、国民運動として食

品ロス削減に取り組む必要があります。

これを踏まえ、令和元年10月に食品ロス削減の推進に関する法律が施行され、令和２年３

月に食品ロス削減推進法基本方針が策定されました。この基本方針では、これからどうする

のか、どのように活動を進めていくのかということで、１、国や地方公共団体、事業者、消

費者などの各主体が役割と行動を理解し、コミュニケーションを活性化する。２、国は、食

品ロス削減の取組を強力に推進。３、都道府県や市町村は、食品ロス削減推進計画を策定、

地域の特性に応じた取組を推進。そしてその目標は、食品ロスの量を2000年度比で、事業食

品ロスも家庭系食品ロスも、2030年度までに半減させることとなっております。食品ロス削

減への住民運動の更なる推進は非常に重要であります。

スマートフォンのアプリ等を活用し、様々な食品を販売する店舗で売れ残った食品の情報

を消費者に届け、販売価格の半分以下や無料で提供するサービスの展開など、食品の廃棄を

削減するフードシェアリングの地域への普及も有意義かと、このように思います。フードロ

ス、食品ロス削減に取り組む東京都江戸川区は、インターネット上で区内の飲食店や小売店

が賞味期限の近い食品を出品し、区民らが手軽に購入できるサービス、タベくるんを2022年

12月１日から実施しており、弁当屋や和菓子屋など18店舗が出品し、約２万3,000人の利用

者を集め、好評を得ていると伺っております。

このサービスにおいて、事業者は区のホームページから登録後、専用サイトでロスになり

そうな食品の販売価格などを入力して出品、一方、商品を購入したい消費者は、同サイト上

で予約し、店舗で直接代金を支払い、商品を受け取る仕組みで、通常の価格よりも安価で購

入。事業者の登録料は年間1,000円で、消費者は無料、区外在住の人も登録すれば利用でき

ることになっています。区は、2023年度までに50店舗まで拡大できるよう、区内の店舗に周

知を進めていると伺っております。区の担当者は、消費者のメリットについて、食品ロスの

削減を考えるきっかけになるだけではなく、普段行かないお店へ行く機会にもなると語って



－28－

おります。実際に地域のパン屋では出品するとすぐに予約が入り、売り切れるほどの人気ぶ

りとのことです。店長からは、これまでは捨てるしかなく、もったいなかった。お店に賞味

期限が近いパンを出しても発信する方法がなかったのでとても助かっている、と好評を得て

おります。

そこで、本市におきましても、飲食店や小売店で閉店間際に残ってしまった料理や惣菜等

を消費者とマッチングさせるサービス等、いわゆるフードシェアリングの展開を支援するこ

とも有意義かと考えますが、見解をお聞かせください。

川村議長 植田産業観光部長。

植田産業観光部長 産業観光部の植田でございます。よろしくお願いします。

飲食店や小売店でのフードシェアリングにつきましては、他市町村で取り組んでいる事例

もあるようでございますので、今後研究をしてまいりたいと考えております。

川村議長 松林議員。

松林議員 ただいま理事者側より非常に丁寧で前向きなご答弁をいただき、ありがとうございます。

即した方法を研究していただきますようによろしくお願い申し上げます。

食品企業の製造工程で発生する規格外品などを引き取り、子ども食堂や福祉施設等へ無料

で提供するフードバンクは、まだ食べられるにもかかわらず廃棄されてしまう食品、いわゆ

る食品ロスを削減するためにはとても有効です。また、各家庭では使いきれない未使用食品

を持ち寄り、それらをまとめてフードバンク団体や地域の福祉施設団体などに寄贈する活動、

いわゆるフードドライブの活動も注目されております。地域の皆様からの在庫食品の寄附促

進を行い、フードドライブ事業等の利活用でもったいないとお裾分けの好循環をつくり、食

品ロス削減と共生社会の構築への取組を積極的に進めることも重要かと、このように考えま

すが、見解をお聞かせください。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 保健福祉部の中井でございます。よろしくお願いいたします。

協議会が中心となって事業を行っております。フードドライブとは、家庭で余っている食材

を持ち寄って、福祉団体などに無償提供していただき、食料の確保が困難な団体や個人を支

援するために届ける活動でございます。社会福祉協議会及び市役所のこども・若者サポート

センター、社会福祉課、人権政策課、地域包括支援課などで相談対応を行っている世帯に対

し、２か月に１回、集まった食品をお配りしております。

なお、ご寄附いただきたい食品は、１つ、常温で保存できるもの、１つ、未開封のもの、

１つ、賞味期限までに１か月以上あるものとさせていただいております。今後もこの事業を

引き続き継続していくためには、更なる事業の周知と理解促進を行うことが必要で、また、

この事業を継続していくことでお互いさまの共生社会の推進につながると考えております。
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川村議長 松林議員。

松林議員 続いて、コミュニティフリッジ、公共冷蔵庫の設置支援の提案ということで、コミュニテ

ィフリッジ、公共冷蔵庫とは、企業、商店などから提供された食料品等を、地域に設置され

た冷蔵庫、冷凍庫で保管し、随時必要とされる住民や団体等に提供するものです。岡山市の

北長瀬のコミュニティフリッジでは、食料品、日用品を提供くださる方をフードプレゼンタ

ー、食品をプレゼントくださる方として登録していただき、例えば、お中元やお歳暮でいた

だいた調味料や加工品、洗剤などや多めに買っておいた缶詰、たくさんいただいたお米など、

コミュニティフリッジを通じて必要とされる方にお渡しをしております。また、岡山市内の

登録店舗で購入した食料品、日用品をすぐ寄附できるボックスに入れていただくことで、支

援を必要とする住民に提供できるフードギフトの仕組みもあるようです。例えば、４つ入り

のプリンを買ったけど、２つでいい、なんていう場合には、残りの２つをレジの後にフード

ギフトのボックスに入れることにより、気軽にコミュニティフリッジへの寄附ができるよう

です。

コミュニティフリッジの利用者からは、前は寄附をいただくなんて恥ずかしいな、申し訳

ないなと思っていた部分もありました。でも、利用されている方が意外とおられて驚いてお

ります。ただという言葉は恐ろしく、自分を冒険させてくれます。善意を大切に、自分自身

もできる奉仕活動を行っていきたいと思います。ありがとうございます。２人の子どもと３

人で暮らしております。パート勤務をしながら、子育てと家事の毎日を送っています。近く

に来たときは利用させていただいていますが、本当にありがたいです。ありがとうございま

す、との声も寄せられているようです。

また、一般的に流通している農産物についてでありますが、日本の市場で一般的に流通し

ている農産物は、主に出荷規格のＡ等級とＢ等級です。それ以外のものは、たとえ規格内で

あっても、出荷の手間がかかり過ぎる、手間に対して収益が見合わない、消費者が敬遠する

ため採算が合わないといった理由で出荷されることはほとんどありません。食べられるもの

を捨てるのは、単にもったいないというだけではなく、栽培や生産に使われた水、電気、ガ

スなどを無駄にする、エネルギー問題でもあります。可燃ごみとして処理する場合は、運搬

や焼却時にＣＯ２を排出し、気候変動の原因をつくり、焼却後の灰の埋立ての問題にもつな

がります。

規格外農産物や廃棄されそうな食品ロスに対して、ヨーロッパでは、スマホアプリ等を利

用し、小売店や飲食店等とフードバンク等の団体をマッチングして食料品を提供するフード

シェアリングサービスが2015年頃から始まり、普及し始めていると伺っております。生産者

には社会や環境に配慮した品物をつくる責任があり、消費者にはそうした品物を無駄なく使

う責任があります。そして両者が互いに力を合わせて、全ての人が幸せに生き続けられる持

続可能な社会を築いていくことが必要です。

食に関わる事業者と野菜等の生産者の連携を促し、色や形における規格外品や、食材の皮

や芯や種など、出荷や加工前に廃棄されている地域の食材をできる限り有効に活用する商品

開発や、消費の拡大などへの支援を積極的に推進するべきであります。企業や商店などから
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提供された食品や、規格外品などの理由により出荷前に廃棄される野菜等を、地域に設置さ

れた冷蔵庫や冷凍庫で保管し、随時提供するコミュニティフリッジ、公共冷蔵庫の設置や運

営への支援制度を整備し、食の支援を必要とされる地域住民を支える社会環境を整えること

は大変に重要なことと、このように考えますが、見解をお聞かせください。

川村議長 植田産業観光部長。

植田産業観光部長 食品ロスの削減と生活困窮世帯の支援を目的としたコミュニティフリッジ、公共

冷蔵庫と呼ばれる支援活動が行われているようでございますので、今後研究してまいりたい

と考えております。

川村議長 松林議員。

松林議員 ありがとうございます。またまた理事者側より非常に懇切丁寧で前向きなご答弁をいただ

き、感謝申し上げます。家庭や企業、また農家から寄附された食品や日用品を公共の冷蔵庫

に持ち寄り、支援を必要とされる方がいつでも自由に持ち帰ることができるコミュニティフ

リッジ、公共冷蔵庫と呼ばれる支援活動、先ほど私が紹介したような事例のように、近隣市

先進地の事例も参考にしていただき、実施の可否を含めて、本市の実情に即した方法を研究、

検討していただきますようによろしくお願いを申し上げます。

食品ロス削減と共生社会の構築という好循環の環境構築は今後重要な課題であろうかと、

このように思います。食品ロス削減への住民運動全般について、総括的な阿古市長の見解を

お聞かせください。

川村議長 阿古市長。

阿古市長 農林水産省の公表では、令和３年度に全国で年間523万トンの食品ロスが排出されており

ます。これは、日本人１人当たりに換算すると１年で約42キロ、毎日お茶わん１杯分のご飯

に近い量を捨てているのと同じことになります。食品関連事業者から発生する事業系食品ロ

ス及び一般家庭から発生する家庭系食品ロスを2000年度比で2030年度までに半減させる目標

が設定されております。食品ロスを減らすための一人一人の取組が大きな削減につながると

考えております。買物するときに買い過ぎない、料理を作る際に作り過ぎない、外食すると

きには注文し過ぎない、そして食べ切ることも重要です。先進的な取組の調査研究を行い、

おります。

以上でございます。

川村議長 松林議員。

松林議員 ありがとうございます。生産者には社会や環境に配慮した品物をつくる責任があり、消費

者にはそうした品物を無駄なく使う責任があります。食品ロス削減と共生社会の構築という

好循環の環境の構築を切に要望いたしまして、最後の３点目の質問、円滑な健康診断実施の

ための環境整備の実施についてお伺いをさせていただきます。

坂本剛司議員が、学校健診での上半身の脱衣についてというテーマで一般質問をされており
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ます。今回、私の一般質問と重複する部分もありますが、どうぞよろしくお願いいたします。

学校においては、児童・生徒等が学校生活を送るのに支障がない、疾病をスクリーニングし、

健康状態を把握するため、学校保健安全法第13条により義務づけられている健康診断を毎年

４月から６月の間に実施します。学校での健康診断をめぐっては、近年、全国的な問題とし

て、教育委員会に児童・生徒から聴診器が胸に当たって不快な思いをした。なぜ肌を見せな

ければならないのか、などの意見が多数寄せられ、上半身裸で待機することや、異性の教員

が立ち会うことへの疑問等、その実施方法に懸念の声が上がっております。公明党としまし

ても、こういった懸念のお声をお聞きし、昨年５月12日に政府に提言をした、全ての女性の

ためのトータルプランの中で、安心して受けられる学校健診の実施として、１つ、健康診断

の質を担保しつつ、児童・生徒が安心して受けられる健康診断に取り組むこと。２、学校の

健康診断において、衣服を脱いで実施するものに関しては、児童・生徒の性的羞恥心や個々

の事情、性的少数者を想定するなどの配慮を行う。また、３点目、女性医師による健康診断

の実施の検討。４点目、児童・生徒、保護者への十分な説明を行うとともに、個別の診察ス

ペースを確保してプライバシーの保護に取り組むこと等の提言をいたしました。

そのような状況の中で、文部科学省は、今年１月22日付で、健康診断について正確な診察

に支障のない範囲で原則、上半身裸ではなく、体操服等で体を覆うなど、子どもたちのプラ

イバシーや心情に配慮した環境整備を行うよう通知をしました。具体的には、健康診断の服

装等については、今まで特に定めがなく、地域や学校で運用が異なっていたため、正確な検

査や診察に支障がない範囲で、原則、上半身裸ではなく、体操服やタオルで体を覆い、配慮

するように求めました。また、検査や診察の際は、囲いなどで個別スペースをつくり、他の

子どもたちから体が見えないようにし、原則、子どもと同性の教職員が立ち会うことなどを

例示しました。

一方で、診察では、成長段階に多く見られる背骨の病気で、背中を直接見たり、心臓の異

常の有無の確認のため直接聴診器を当てたりすることなどがあると例示し、体操服や下着な

どをめくって診察する場合や、聴診器を当てる場合があることを学校が事前に子どもや保護

者に説明するように求めました。また、文部科学省は自治体に対して、地域の医師会と健康

診断の際の実施方法を協議し、周知するように求め、日本医師会にも今回の通知内容の周知

を依頼しました。これらの内容に示されたとおり、プライバシー等に配慮された、安心でき

る環境で正確な検査、診断を受けることができる健康診断の実施が本市の子どもたちにとっ

てとても重要であります。

これらの取組のポイントは、正確な検査や診察に支障がない範囲で児童・生徒のプライバ

シー等に十分な配慮を行い、児童・生徒が安心して受けられる健康診断に取り組むことであ

ります。具体的には、服装につきましては、正確な検査や診察に支障がない範囲で、原則、

上半身裸ではなく、体操服やタオルで体を覆う。そして、場所につきましては、検査や診察

の際は囲いなどで個別スペースをつくり、他の子どもから体が見えないようにし、原則、子

どもと同性の教職員が立ち会う。そして、疾病の発見のため、体操服や下着などをめくって

診察する場合や、聴診器を当てる場合があることを、学校が事前に子どもや保護者に説明を
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することであります。

ここで、養護教諭の現場の声も少し紹介をさせていただきます。前は、女子の上着や体操

服でブラジャーを外して健康診断、診察を受けていたが、昨年度からやっとブラジャーをつ

けた状態での診察がオーケーになった。産婦人科の先生なのでブラジャーがあるのをすごく

面倒くさがっていたが、令和３年に文部科学省からそういったこと、下着等にも配慮してい

くとの通知文が出たので、それをきっかけに校医にも強くお願いすることができて、令和４

年度からブラジャー装着での健康診断、診察となった。なので、文部科学省の通知文はすご

く有効である。そしてまた、健康診断については、今までも生徒から、何で裸でないと駄目

なの、との苦情、疑問も多かったが、校医に、もう少しこういうふうに変更してほしいと思

っても、健康診断を受けてくれるお医者さんがいないので、なかなか言えなかった。うちの

校医も80歳代の産婦人科医、ほかに引き受けてくださる方、医師がなかなかいない。

そしてまた、個別診察、プライバシーを守ることにつきましては、新型コロナウイルスが

転機となった。それまではつい立てをして、その後ろに生徒が並んでいたが、診断時の医師

の声も聞こえるので、プライバシーが守れていない面があったが、コロナ禍は、保健室に１

人ずつ入る形式になり、そのやり方が浸透してきた。うちの学校は、医師は男性だが、助手

として女性看護師が医師の横にいる。また、健康診断のときの立会いは生徒と同性の教員が

行っている。また、これからは性的マイノリティーの点からも、女子だけではなく、男性へ

の配慮も必要など、現場からのお声を少し紹介させていただきます。

ここでお伺いをさせていただきます。本市におきましても、文部科学省が示したような、

正確な検査や診察に支障がない範囲で、児童・生徒のプライバシー等に十分配慮を行い、児

童・生徒が安心して受けられる健康診断を実施していくことが重要だと思いますが、本市に

おける健康診断の現在の状況についてお伺いをします。併せて、今年の１月22日付で文部科

学省より出された健康診断についての通知を本市内の学校に周知されたのかについてお伺い

をします。

川村議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 おはようございます。教育部の勝眞でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

小学校、中学校における健康診断実施の現状でございますが、服装につきましては、小学

校では、全ての小学校において、着衣のまま実施しております。中学校では、一部の男子の

み、校医の前で上半身の着衣を脱いだり、めくるなどして実施しておりますが、この場合に

おきましても、パーティション等で仕切り、校医以外には見られない方法で実施しておりま

す。全ての小学校、中学校におきまして、同様にパーティション等で仕切り、校医以外には

見られない方法により実施している状況でございます。また、診察の場面においては、正確

な検査、診察のために、必要に応じて校医が衣服をめくって診察をしたり、衣服の下から聴

診器を入れて診察を行う場合があることについて、事前に児童や生徒、保護者への周知を行

っており、養護教諭、児童・生徒と同性の教諭が付き添いまして、プライバシー等に配慮し

実施しております。

また、文部科学省より、令和６年１月22日付、児童・生徒等のプライバシーや心情に配慮
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した健康診断実施のための環境整備についての通知については、市教育委員会では、奈良県

教育委員会を通して通知を受け、令和６年２月１日付で、市内各小学校、中学校、幼稚園、

認定こども園へ周知をいたしました。

川村議長 松林議員。

松林議員 ありがとうございます。続けてお伺いをいたします。文部科学省は自治体に対して、地域

の医師会と健康診断の際の実施方法を協議し、周知するように、このように求めております

が、本自治体において医師会と健康診断の実施方法について協議をされたのか。もしくは、

今後協議していくことが決まっているのかをお伺いいたします。

川村議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 健康診断実施方法につきましては、医師会と協議し、併せて、学校医と各学校の養護

教諭が協議を行い、健康診断実施に当たっての共通認識が十分に図られるよう努めています。

児童・生徒のプライバシーや心情に配慮した対応については、引き続き学校医と協議し、丁

寧に対応してまいりたいと考えております。

川村議長 松林議員。

松林議員 ありがとうございます。正確な検査や診察に支障がない範囲で、児童・生徒のプライバシ

ー等に十分な配慮を行い、児童・生徒が安心して受けられる健康診断の実施を切に要望いた

しまして、私の一般質問を終了させていただきます。

本日はありがとうございました。

川村議長 松林謙司議員の発言を終結いたします。

般質問を行います。

今回は、アピアランスケアへの助成についてと、パートナーシップ制度についてという２

つの質問を行います。今回の質問については、もしかしたら、直接の当事者の割合は、市民

全体から見れば少なくなるのかもしれません。しかし、行政の大事な役割の１つとして、誰

もが尊重されるまち、誰もが住みよいまちをつくることがあるかと思います。今回も質問の

意図を分かりやすくお伝えできるように努めてまいりたいと存じます。どうぞよろしくお願

いいたします。

なお、これからの質問は質問席にて行います。

川村議長

では、アピアランスケアへの助成についてお伺いをいたします。この質問は、私、おとと

し、令和４年の９月議会で行っております。その際、行政には、制度の研究と導入の検討と

を要望いたしました。当時の保健福祉部長は森井さんでしたけれども、調査、研究を進めま

すという旨のご答弁をいただいております。今回の質問では、ずばり、アピアランスケアに

質問の前に、アピアランスとは何かについておさらいをいたします。実は、今回の質問を
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するに当たって、質問の表題を読んだ方、何人かから、アピアランスという片仮名は一体何

かというふうに聞かれました。これについて、国立研究開発法人国立がん研究センターが運

営しているがん情報サービスというホームページがあります。その中のがん情報サービス用

語集のアピアランスという項目がありますので、これをそのまま読み上げたいと思います。

アピアランスは、外観や人の容貌を意味する言葉です。脱毛（頭髪、まつげ、眉毛等）、皮

膚や爪の変色、爪の変形、手術の傷痕など、治療によって起こる外見の変化に対して、患者

の悩みに対処し、支援することをアピアランスケアと呼びます、というふうに書かれており

ます。

私は、今回の質問の準備をする中で、埼玉にある大学なんですけれども、目白大学という

大学がありまして、目白大学看護学部教授で、臨床心理士、公認心理師でいらっしゃいます

野澤桂子さんが監修された、アピアランスケアに関するインターネットの記事を見つけまし

た。それによりますと、がん患者を対象にアピアランスケアに関する意識調査を野澤さんが

されておりまして、1,034名、そのうち男性が518名、女性が516名ですが、1,034名の回答が

得られたということであります。その調査で、こんなに外見が変わるのであれば、がん治療

をしないほうがよかったですかというふうな質問に対して、7.1％の方が「はい」と答えた

ということであります。つまり、がん治療のメリットよりも、外見の変化を避けたいという

人もいたということで、がん治療をされる患者にとって、外見の変化というのは切実な問題

であるということであります。

奈良県内の他市でも、ウイッグや乳房補整具などの補助金事業を行っているところが増え

ております。おととし、令和４年９月に行いました前回の一般質問の時点では、奈良県内の

答弁をいただいております。

それでは質問いたします。昨年度、令和５年度までに補助金事業を実施された市の状況を

お尋ねいたします。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 保健福祉部、中井でございます。よろしくお願いいたします。

奈良県内の12市の状況につきましては、令和５年度までに実施されている市は、大和郡山

市、橿原市、桜井市、五條市の４市であると確認しております。

川村議長

令和５年度までに実施された市というのは、４市あるとのことでありました。では、続き

まして、今年度、令和６年度の４月から新たに補助金事業を導入された市は何市あるのでし

ょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 現在、各市のホームページ等で確認することができている状態では、本年、令和

６年４月から実施されている市は５市であります。

川村議長

ホームページで確認できるということで、私もホームページで確認いたしました。新たに
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５市がアピアランスケアへの助成を行っております。名称を見ましたら、奈良市は奈良市ア

ピアランスケア支援事業、大和高田市はがん患者のアピアランスケア支援事業、天理市はア

ピアランスケア支援事業、御所市はがん患者のためのアピアランスケア助成事業、生駒市は

生駒市がん患者のアピアランスケア支援事業と、それぞれ若干表現は違いますけれども、い

ずれも、アピアランスケアという言葉を用いておられます。

先ほど、がん情報サービス用語集のアピアランスの項目を紹介いたしましたけれども、ア

ピアランスケアの「ケア」ということですけれども、国立がん研究センター中央病院アピア

ランス支援センターによりますと、講義では、医学的、整う容姿と書いて整容的、心理社会

的支援を用いて外見の変化を補完し、外見の変化に起因するがん患者の苦痛を軽減するケア

というふうに定義づけられています。整容的の整容とは、身なりを整えること、身だしなみ

などといった意味でここでは使われております。

アピアランスケアについては、前回の質問で当時の森井保健福祉部長が、国の第３期がん

対策推進基本計画内において、がんとの共生を目的とする中にアピアランスケアの体制構築

の推進が示されており、補助事業についても全国的に推進されているというふうにご答弁く

ださいました。つまり、がん対策基本法に基づいて、第３期がん対策推進基本計画で位置づ

けられているということでありました。あれから２年近く経過いたしましたけれども、現在

の国、そして奈良県の認識や対応はどのような状況になっていますでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 現在は、国におきましては、第４期がん対策推進基本計画の期間となっておりま

して、第３期がん対策推進基本計画と同様に、がんとの共生を目的とする中にアピアランス

ケアの体制構築の推進が示されております。また、奈良県でも、アピアランスケア支援事業

を実施する市町村に対し補助金を交付することにより、がん患者のがん治療に伴う心理的、

経済的負担を軽減するとともに、就労等の社会参加を促進し、療養生活の維持向上を図るこ

とを目的に、令和５年４月１日付で、奈良県がんとの共生に向けたアピアランスケア支援実

施要領が制定されております。

川村議長

今のご答弁で、奈良県がアピアランス支援事業を実施する市町村に対して補助金を交付す

るというふうなことがありましたけれども、具体的なスキームはどのようになっていますで

しょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 奈良県は、奈良県がんとの共生に向けたアピアランスケア支援事業実施要領を令

和５年４月１日に実施されており、がん治療による外見の変化に伴う補装具等購入費用に対

する助成として、助成対象は市町村となっており、市町村への補助額といたしましては、市

町村の負担額の２分の１で、県の負担上限額は１万円となっております。

川村議長
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に補助してくれるということになると思います。それでは、がん患者ご本人、それからあと、

ご家族など、アピアランスケアを必要とする市民から相談があったりとかすると思うんです

けれども、これについて市ではどの部署がどのように対応されていますでしょうか。また、

各種団体などから要望等は届いているのでしょうか。もし、要望があるとすれば、どのよう

な内容でしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 がん患者の方、また、その家族の方から、健康増進課にアピアランスケアの助成

についてのお問合せは数件ございました。その折には、がん患者ご本人のお気持ちをお伺い

するとともに、相談などの対応を行っております。また、医療用ウイッグを取り扱っておら

れる団体からは、助成の対象とすることの要望もいただいております。

川村議長

医療用ウイッグを取り扱っている団体からも、助成の対象としてほしいという要望も来て

いるということであります。また、ご家族の方からの問合せもあるということでございます。

実は、私は、数名の市民の方から、これは女性も男性もいらっしゃるわけなんですが、それ

ぞれ別々に、医療用ウイッグについて市の補助金制度を導入してほしいという要望を聞いて

おります。その中のお１人の知人の方が、橿原市内の百貨店に入っている、その百貨店には

２店舗、ウイッグのお店が入っているんですが、そのうちの１つの、とあるウイッグのお店

でウイッグを購入された際、ウイッグのお店から自治体の補助金制度について案内をもらっ

たということであります。

私もそれを聞きまして、先日、お店に伺いまして、このような商品のパンフレットが入り

口のところに置いていますので、これを拝見しながら店員に話を聞きました。メーカーによ

って、医療用ウイッグと言ったりとか、メディカルウイッグと言ったりするようであります

けれども、一般のウイッグ、通称おしゃれウイッグというそうなんですけれども、その違い

については３つぐらいあるそうなんです。１つは、やはり医療用ウイッグにつきましては、

防臭、抗菌作用が優れているということが大事である。それから、全ての医療用ウイッグに

はアジャスターベルト、調整ベルトがついているということらしいんです。これ、なぜです

かというふうに聞きましたら、これは、髪の毛というのは治療の段階で伸びてきたりとかす

るらしいので、そういう状況に合わせて調整をしなきゃいかんということで、これが医療用

ウイッグには全てついているということでございます。

それから、これは会社の、メーカーの心意気だと思うんですけれども、社会貢献の一環で、

通常商品よりも価格を抑えているというふうなことであります。値段についても気になりま

したので伺いましたら、お値段ですけれども、売れ筋につきましては、人毛が織り込んであ

る。それからまた、地肌風のネットがウイッグの下についているもので、これが15万円程度

するらしいんですが、これが大体、最低これぐらいのものが要望されていると。あと、高い

ものであれば、30万円近くするということであります。もっと安いウイッグもあるんですけ

れども、安価なウイッグというのは、商品に人毛ではなくてアクリルの毛を、人工毛を使用

しているらしいんですが、熱が籠もる欠点があるんだそうです。健康な方であれば、気にな
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らないかもしれないんですが、抵抗力の弱ったがん患者には負担になるということでありま

す。また、ウイッグの裏面の凹凸や肌触りなども、健康な人であれば問題がないレベルであ

っても、やはりがん患者の方は、肌に負担をかけてしまってつらい思いをするなど、そうい

ったことがあるということであります。肌触りの優しい商品は、やはり高価になってしまう

ということであります。

さて、話は変わりますけれども、おととしの６月に厚生労働省が発行した、がん対策推進

基本計画中間評価報告書には、１、科学的根拠に基づくがん予防、がん検診の充実、２、患

者本位のがん医療の実現、３、尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築という３つの全体

目標が掲げられています。私はこの３にも関わると考えますけれども、がん患者等の就労を

含めた社会的な問題という項目の中に、アピアランスケアや生殖機能への影響に関する説明、

そして、がん患者の自殺など、アピアランスケアについては、社会的な問題の１つに挙げら

れているわけであります。私は、そのような実情がありますので、アピアランスケアの助成

を自治体が行って、そしてがん患者に寄り添うことにより、がんになっても自分らしく安心

して生活を送るための一助となるというふうに考えるものでありますけれども、市の認識は

いかがでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 国の第４期がん対策推進基本計画におきましても、がんとの共生分野のがん患者

等の社会的な問題への対策の目標の中に、アピアランスケアの体制構築の推進が示されてお

ります。また、奈良県におきましても同様に、がん患者のがん治療に伴う心理的、経済的負

担を軽減するとともに、就労等の社会参加を促進し、療養生活の維持向上を支援するための

制度が構築されました。主な支援の内容は、がん治療に伴う外見変化を補完するための医療

と同じく、アピアランスケアへの周知と助成については検討していく必要があると認識して

おります。

川村議長

おいても、周知と助成について検討していく必要があるというふうに今ご答弁をいただきま

導入の検討を要望したいということをお伝えいたしましたら、当時は、２年前ですけれども、

アピアランスケアにつきましては、まだ周知が行き届いていないのが現状であります。そし

てがん患者の方、また、そのご家族の皆様のご意見も伺いながら、周辺市町村の対策方法等

も調査しながら研究を進めてまいりたいという旨のご答弁をいただいております。それにつ

きまして、市としては、現在どうでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 国や県の動向を注視しながら、また、実際に行われている市町村の実施状況を確

川村議長
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それでは、最後に市長にお尋ねをしたいと思います。前回、今回と私、質問を行ってまい

に思うものであります。先ほども申しましたけれども、アピアランスケアの助成を自治体が

行って、がん患者に寄り添うということによって、がんになっても、がん患者の方が自分ら

しく安心して生活を送るための一助となるというふうに考えるものであります。市長には、

ぜひとも前向きなお答えをいただけたらありがたいと思いますけれども、市長、いかがでし

ょうか。

川村議長 阿古市長。

阿古市長 本市では、がん患者の方、またはその家族の気持ちに寄り添いながら、がん治療に関する

情報発信、また、そのケアに関する情報発信を行っているところでございます。その中のア

ピアランスケア支援事業につきましては、検討する必要がある事業であると認識をしており

ます。

以上でございます。

川村議長

今、市長からも、検討する必要があるというふうなご答弁をいただきました。ぜひともよ

ろしくお願いいたしたいと思います。

続きまして、パートナーシップ制度についてお伺いをいたします。私も、パートナーシッ

プ制度につきましては、緊急時通報カードという、ほかの質問でも触れてまいりました。こ

のたび、奈良県が、全ての人が自分らしく生きることができる社会の実現を目指し、様々な

性的指向やジェンダーアイデンティティーの人たちの生活上の障壁をなくすため、令和６年

から、パートナーシップ制度は、県単位など広域で導入されるのが望ましいとの考えであっ

たというふうに認識をしております。県の導入に当たりまして、本市の対応について質問を

したいと思います。

まず、今年、令和６年４月１日から導入されました奈良県パートナーシップ制度の概要に

つきまして、どのようなものか、お伺いをいたします。

川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 市民生活部の西川でございます。よろしくお願いいたします。質問にお答えをさ

せていただきます。

奈良県では、性的指向及びジェンダーアイデンティティーの多様性が尊重され、全ての人

が自分らしく生きることができる社会の実現を目指す中で、性的マイノリティーの方々が日

常、社会生活を営む上で生じている障壁の低減を図ることを目的として、令和６年４月１日

からパートナーシップ制度を導入されました。パートナーシップ制度とは、戸籍上同性であ

るカップルに対して、パートナーであることを承認する制度です。法的効力はありませんが、

公営住宅にパートナーの入居が可能となる、病院などで家族として対応されやすいなど、生

活上のメリットが期待されます。また、民間サービスにおいても、携帯電話の家族割や、パ

ートナーを生命保険の受取人に指名できるなど、利用可能な企業が増えつつあります。
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県の制度では、届出ができる人の要件として、双方が共に成年に達していること、少なく

とも、いずれか一方が県内に住所を有すること、または県内への転入を予定していることな

どとなっています。届出をされますと、書類等の確認後、パートナーシップ届出書受領証が

交付されます。パートナーシップ届出書受領証の提示等により、利用できる県の手続といた

しましては、県営住宅の入居申込みなどがあります。

川村議長

県の制度を今お答えいただきましたけれども、届出をされますと、パートナーシップ届出

書受領証というものが交付されるということであります。それを提示すると、例えば提示等

をすることによって県営住宅の入居申込みができるようになるとか、そういったことがある

ということであります。

さて、私、県が発行しております、奈良県パートナーシップ制度の手続の手引というもの

を入手しておりますが、これによりますと、届出は対面によるというふうにあります。届出

の受付場所は、県庁内にあります、いずれかのプライバシーを確保できる場所にて行うとい

うふうにしてあります。文字づらだけ見ましたら、奈良県民が利用する県の制度であるとい

うことでありますけれども、市としては、県の制度にどのように関わっていく予定でしょう

か。

川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 パートナーシップの宣誓制度につきましては、以前より、都道府県単位といった

広域での導入がより実効性のあるものと考え、奈良県へもその旨要望していたところでござ

います。本市におきましても、本市における行政手続について、県のパートナーシップ制度

を活用し、当事者の方々の障壁の低減を図っていきたいと考えております。

川村議長

それから、当事者の方々の障壁の低減を図っていきたいというふうなことであります。

さて、行政の役割としまして、今回、新しく導入されましたパートナーシップ制度の趣旨

や利用方法について、広く市民に周知、啓発していくということが大事だと考えるものであ

りますけれども、いかがでしょうか。

川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 奈良県では、制度導入について令和６年３月に公表されたところであり、周知は

まだ十分ではないと思われます。今後、更に県でも周知を図られると思いますが、当市にお

きましても、本制度について周知をしていきたいと考えております。

川村議長

この制度、４月導入なんですが、公表されたのが３月なんです。本当にぎりぎりだったん

よろしくお願いいたします。本制度の導入をきっかけに、性的マイノリティーに対する市民

の理解をやはり促進するということが大事だというふうに思うんですけれども、そのため、

今後どのようなことを考えておられますでしょうか。
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川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 市民向けの啓発の取組といたしましては、これまでも、市ホームページや広報誌

への掲載、６月の男女共同参画週間や、12月の人権週間における啓発パネルの展示、講演会

の開催などを行ってまいりました。そのほかの取組といたしまして、ＬＧＢＴＱ、いわゆる

性的マイノリティーの方の中には、書類への性別の記入に抵抗を感じたり、精神的に苦痛を

感じる方もおられますので、市役所における手続やアンケート調査等の際には、性別記載の

必要性を検討したり、性別記載方法を工夫したりなど、配慮について各課に周知をしており

ます。今後も、広報かつらぎや市ホームページを活用した啓発、そして、市民皆様一人一人

に届き、心に浸透させることができるような講演会などを継続開催し、性的指向及びジェン

ダーアイデンティティーの多様性に関する理解を深めるための取組を進めてまいります。

川村議長

これまで随分と、行政をはじめ、様々な取組をしてこられたと思います。私も、行政をは

じめ、取り組まれた、例えば講演会、特に当事者の方が話をしてくださる講演会というのは、

本当に胸に刺さるといいますか、こういった経験、本当につらい経験とかされていく中で、

それをうまく消化して、そして、マイノリティーでない、マジョリティー側の人間に対して

も、分かりやすく、そういったことを話してくださいます。人生に正解があるわけではあり

ませんけれども、この中でいろいろな経験、体験というものを聞くことによって、これがま

た、私ども行政に対する提言につなげていけるのではないかというふうに、いつも聞きなが

ら考えておるということであります。

さて、県の制度導入をきっかけに、市独自の施策、例えば、これまで配偶者に限るとして

いた施策の中でも、県のパートナーシップ利用者にも利用してもらえる市の制度も、調べて

いくとあるのではないかというふうに思うわけですけれども、これについてはいかがでしょ

うか。

川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 本市における行政手続について、県のパートナーシップ制度を活用した対象者の

拡大等について検討するため、庁内各課宛てに調査を実施しております。今後、この調査結

果を基に、市の行政手続について整理を行い、当事者の方の障壁の低減を図っていきたいと

考えております。

川村議長

今、県のパートナーシップ制度を活用した対象者の拡大について検討を市ではされている

ということと、それから、庁内の各課で調査を実施して、これをまた生かしていこうという

ふうに考えられているということであります。例えば大和郡山市、パートナーシップ宣誓制

度ガイドブック、大和郡山市はパートナーシップ宣誓制度というのを持っておられて、これ

後、例えば県の制度を分かりやすく、県が作られたら、もちろんそれを利用されるというの

もいいんですけれども、市民に対して、市ではこういったふうに使えますよというようなも

の、大和郡山市のガイドブックを見まして、非常によく分かるといいますか、事細かに書か
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れていまして、こういったものも参考にしながら、市民の方に分かりやすくなるものも検討

していただけたらと思います。

それから、私、聞いたところによりますと、今回の県のパートナーシップ制度につきまし

ては、県職員に対する研修もこれからだというふうに伺っておりますけれども、市の職員に

も、ぜひとも参加して、この制度が実を持った制度となるようにお願いをしたいと思います。

今回の質問は直接というわけではありませんけれども、たまたまなんですが、５月29日に、

長崎県の大村市で、同性カップルの住民票の続柄の中に、内縁関係に準ずるような、そうい

ったものの記載をするというふうなことで、大きくマスコミで取り上げられております。こ

れについても様々な考え方があると思いますけれども、この記事を読みまして、私、感じま

したのは、やはり当事者の方々というのは、相当つらい思いであったりとかされていたりと

かするんだなということを改めて思いました。こういった方々の障壁が、行政のほうで手続

的に取り除けるのであれば、これは、冒頭、私、申しましたけれども、誰もが尊重されるま

ちづくり、誰もが住みよいまちづくりにつながっていくのではないかというふうに思います。

また、今回の質問ではありませんけれども、緊急時通報カードにつきましても、また機会を

改めて質問をしたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

これで私の一般質問を終わります。今回も丁寧なご答弁、誠にありがとうございました。

川村議長

次に、２番、横井晶行議員の発言を許します。一問一答方式で行われます。

２番、横井晶行議員。

横井議員 皆さん、２番の横井でございます。今日は大きく２個、質問します。

１つ目は、太鼓橋のメンテを問います。２つ目、草刈りのメンテを問います。

それでは、質問席で行います。

川村議長 横井議員。

横井議員 ２番、横井でございます。

太鼓橋のメンテを問う。理事者の皆さん、そして皆々さん、古今東西、この橋、まさにも

って地元の橋、歴史的に誠にもって由緒ある太鼓橋の経年劣化、これに伴い、過去、何度と

なく当該メンテが取り上げられてきたのであります。今まさに市民の皆様からの強い要望が、

会に取り上げる次第であります。

私は、今回、当該メンテを分かりやすいように、過去、現在、未来、３分野に分けて質問

し、行政からの公式見解をお聞きするものであります。過去の経緯についてです。行政は、

太鼓橋に関わる陳情、区要望についてどのような対応をされてきたのでしょうか。お願いし

ます。

川村議長 安川都市整備部長。

安川都市整備部長 都市整備部の安川でございます。よろしくお願いします。

平成30年度までに行った橋梁点検において、太鼓橋については早期措置段階であるとの判

定となり、補修について検討することとなりました。石造りの橋で、４径間と珍しい橋でご
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ざいます。平成29年５月24日付で、太鼓橋を守る会より、太鼓橋を保存のため、歩行者専用

の橋として、また、新たに橋梁を設置してほしい旨の要望をいただいております。補修検討

の中での要望もあり、太鼓橋を歩行者だけでも通れる橋として補修できるようについて一般

財団法人橋梁調査会の技術支援を受け、補修の方法等について検討いたしました。結果につ

きましては、車道として補修するには原形をとどめないものとなる。それと、現状は強度が

ありそうであるが、耐震には対応していない。また、詳細の構造が分からず、強度計算もか

けられない。以上の結果でございました。その中で突然崩壊することも考えられることから、

近隣の４大字の区長の同意をいただき、安全のため、令和４年８月22日より全面通行止めと

しております。その後、同年に、大字新庄区から大字要望として、太鼓橋に併設する歩行者

専用の歩道橋の新設設置を希望する旨の要望書をいただいております。

令和５年度には、より詳しい調査を行うため、予算を確保し、株式会社文化財保存計画協

会において橋梁調査業務を行いました。歴史的価値を損なわないまま、歩道として利用でき

るよう検討を行っております。調査の結果、床石、はり石、桁石の隙間、橋脚の沈下等が見

つかっております。この結果につきましては、要望のありました区長に報告をしております。

今回の調査においても、橋の状態の把握はできたものの、構造計算ができないことから、

歩道橋として供用するに当たって、十分な耐荷力、耐震力を持っているか不明であり、安全

性の担保ができないとのことで、また、耐荷力などを強化する具体的な補修方法等は不明と

の結果となっております。

川村議長 横井議員。

横井議員 ２個目の質問に入ります。

現状についてですが、本当に歩行者の通行もできない状態なのでしょうか。お願いします。

川村議長 安川都市整備部長。

安川都市整備部長 令和５年度の調査結果を踏まえ、引き続き安全面から、歩行者も含め、通行止め

を行っております。

川村議長 横井議員。

横井議員 では３個目に入ります。

将来について、太鼓橋の未来について、行政は今後どうしてくださるのでしょうか。お願

いします。

川村議長 安川都市整備部長。

安川都市整備部長 今後の対応としましては、教育委員会とも協議を行い、太鼓橋を文化財として登

録に向け、併せ、文化財として補修できるか等の検討を進めていきます。また、新たな橋梁

の設置については、地元区からも要望をいただいているところでありますが、多大な費用を

必要としますので、対象補助金等の調査研究をしているところでございます。

それと、今後の調査、改修等につきましても、地元区の意見を聞きながら進めてまいりた

いと考えております。

以上です。

川村議長 横井議員。
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横井議員 続けてやります。さきの都市整備部の回答として、太鼓橋の文化財登録の調査検討をして

いくとありましたが、同時に、教育部からのご見解もお聞きしたいのです。お願いします。

川村議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 教育部の勝眞でございます。文化財の登録につきましてお答えをさせていただきます。

文化財の登録につきましては、非常にハードルが高く、必ず登録できるというものではご

ざいませんが、市といたしましては、太鼓橋の歴史について、令和５年度の株式会社文化財

保存計画協会の調査によって明らかになった内容、地元で伝えられてきた内容、また、歴史

博物館で調査した内容を合わせまして、文化財登録が可能かどうか、可能であるならば、ど

のような手法があるのか、奈良県と協議を行ってまいりたいと考えております。

川村議長 横井議員。

横井議員 太鼓橋の件、ありがとうございました。

次に、草刈りメンテを問う。この夏シーズン、毎年のように市民の皆様より声の上がって

まいります陳情、要望を取り上げる次第でございます。ずばり、草刈りの問題です。荒れ地

の草がぼうぼう、この状態では虫がばんばん発生し、飛来し、目や喉も痛くなり、誠にもっ

て、災害とでも言うべき現実でございます。行政機関は、市民の皆様からの草刈りの苦情を

受けた場合、市民の声をどのように対処、反映されているのでしょうか。お願いします。

川村議長 植田産業観光部長。

植田産業観光部長 産業観光部の植田でございます。よろしくお願いします。

市民から草刈りに関する連絡を受けたときは、それぞれ連絡を受けた部署で所有者や地目

等の調査を行います。その結果により、それぞれの担当課が現地確認を行います。当該地が

市有地である場合は市で対応しますが、民有地で適正管理ができていないと判断した場合は、

所有者に対し、草刈り等の管理をしていただくように文書を発送しております。

川村議長 横井議員。

横井議員

の要望、陳情を行政に必ずや反映させる次第であります。私は、これからも皆様からの声を

声にする草の根運動をして、市民第一を実践的に展開する次第であります。長らくのご清聴

ありがとうございました。

川村議長 横井晶行議員の発言を終結いたします。

ここで暫時休憩いたします。なお、午後１時30分から会議を再開いたします。

休 憩 午前１１時３５分

再 開 午後 １時３０分

杉本副議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

議長所用のため、私が代わって議長の職務を行います。よろしくお願いいたします。

続きまして、１番、西川善浩議員の発言を許します。一問一答方式で行われます。

西川善浩議員。

西川議員 皆さん、こんにちは。お昼１番ということで、一般質問をさせていただきます。

ただいま議長のお許しをいただきましたので、私、西川善浩が一般質問を始めさせていた



－44－

だきます。

今回の質問については、過去、何回かさせていただいておるんですけども、新町スポーツ

ゾーンと部活動の地域移行ということについて質問をさせていただきます。

これより先は質問席にて質問をさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 質問をさせていただく前にいつも前置きをさせていただいておるんですけど、だんだんと

気温の高い日が続いてくるようになって、梅雨入りも今週ぐらいになっていくのかなと。間

いうこともあって、この気温以上に、もっともっと熱気が上がってくることを願っておると

ころでございます。しかし、僕にとっては、本当に暑い時期が来るのが毎年つらい。天然の

ミートテックというものを年がら年中まとっておるもので、少しつらい、我慢の時期になっ

てくるというところは間違いないのですけども、しかし、世間一般にとっては、これからの

季節は、レジャーとかスポーツにおいて、外で活動する機会が増えてくるというところでご

ざいます。先日も、新町の新庄第１健民運動場で、奈良県高校サッカーのインターハイ予選

の決勝が行われました。私の母校、奈良育英高校と生駒高校が本当に熱戦を繰り広げたんで

すけども、残念ながら、私の母校は惜敗をしてしまいました。でも、彼らには次の機会もあ

りますし、また上を目指して頑張ってほしいと思うところと、生駒高校の選手には、奈良県

を背負って、しっかりとインターハイの本線で大暴れしてきてほしいと、心から願うところ

でございます。

彼らの汗を流して必死に闘っている姿や勝利に歓喜している姿、また、悔しさを本当にあ

らわにしている姿を見ていると、いつの時代においても、スポーツの大切さ、学びというの

は、本当に大きくかけがえのないものであるというふうに改めて感じたところでございます。

そんな中、私も、たくさんのサポーターというんですか、人たちに混ざって応援をしていた

んですけども、言わずもがななんですけども、新町の施設の老朽化とか、バリアフリー化、

便所の問題なんか、本当にこんなにたくさんの人が来てくれているにもかかわらず、一市民

として、議員としても、何か恥ずかしさを感じたというところでございます。この課題は、

スポーツ事業計画等も含めた上で、行政がしっかりと向き合わなければならないということ

であると感じたところでございます。

それでは、前置きはこれぐらいにして、質問に入らせていただきます。新町スポーツゾー

ンと部活動地域移行についてということですけども、この質問については、私自身において

も、過去、幾度となく、取り上げさせていただいております。新町スポーツゾーンについて

は、一向に進む気配なく、時間だけが過ぎ去っております。過去２回ぐらい質問もさせても

らって、定期的に本当にしつこくやっていくという所存でもありますので、理事者の皆様に

おいては、そのつもりでご対応のほうをよろしくお願い申し上げます。

市新町スポーツゾーン基本計画策定会議の件についてですけども、阿古市長のほうからは、
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基本計画が策定された段階で当初の目的は達成されたという認識を示されました。また、当

時の部長からも、当初の目的を達成されたということから、会議自体は開催していないとい

うことでございます。これについては、本当に何ら進んでないのに、目的を達成されたとい

うことは、私自身、本当に腑に落ちていないところでございます。ですけど、そのときの答

弁で、過去の答弁ですけど、今後、国スポの競技会場として選定されるためには、奈良で行

われる国民スポーツ大会を契機とした更なる施設の利活用や、スポーツ振興策、地域振興策

が必要となり、それらの財源も必要となることから、有利な補助金なども模索しながら、民

間の資金力の活用も視野に入れ、それらを協議するための場も検討してまいりたいと考えて

おりますという答弁がございました。また、こういう答弁もありました。今後につきまして

は、関係各位に協力をお願いし、国スポの競技会場選定スケジュールに合わせて、できるだ

け早期に協議してまいりたいと考えておるという回答がございました。昨年度に１年間待っ

ていたわけですけども、いつ報告が来るのかなと思って待っておったわけですけども、一向

ーン基本計画策定会議については、現在はどのような状況でございますか。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 教育部の勝眞でございます。

令和４年３月、また、令和５年３月の一般質問でご質問いただきまして、答弁をさせてい

が策定された段階で当初の目的を達成したことから、策定のための会議というのは一旦終了

いたしましたが、新町運動公園周辺エリアについては、都市計画マスタープランにおいても、

スポーツ振興ゾーンと位置づけられ、市民がスポーツを楽しみ、健康増進や交流を図る場と

して機能を強化するとしていることから、今後は、令和13年に本県で開催される第85回国民

スポーツ大会の競技開催地として、県外からも多くの方が来られ、スポーツを通して交流い

ただける場として更に活用が広がるエリアとなるよう、整備計画なども含めまして、検討の

機会を設ける必要があると考えております。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 今、また機会を設ける、その場を設けるということも答弁ありましたけれども、昨年もお

ととしも、そういうふうに言っていただいておるところでございます。国スポに合わせてや

っていかなあかんというところ、これも１つの契機になると思います。例えばメンバーとか、

どういう場を開催するというイメージ、そういうのを具体的に教えていただきたいと思いま

す。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 新町運動公園内新庄第１健民運動場は、令和13年に開催される国民スポーツ大会のサ

ッカー競技会場地として選定されておりまして、令和７年度には、会場地正規視察が実施さ

れる予定となっております。正規視察では、競技施設の課題及び施設整備の方向性などを確

認していくことになります。これらの課題等を踏まえまして、国民スポーツ大会に向けての

施設の整備計画並びに国民スポーツ大会開催後の施設の活用の在り方などについて、今後検
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討の場を設けてまいりたいというふうに考えております。また、これから準備を進めてまい

りますので、現時点では、検討に当たってのメンバーは決まっておりません。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 １年前、おととしもそうなんですけど、できるだけ早期にずっと協議をするということを

お願いしていっておったんですけども、やはり、まだ国スポの機運というのも高まってきて

ないのか、市としても高まってきてないのか、それは分からないですけども、一向に進めら

れていないというのが現状でございます。今、答弁もありましたけども、令和７年度には、

本当に会場の正規の視察というのが来るんです。多分、国のほうからですか。分からないで

すけど、正規視察というのも予定されているということです。今年度中には何らかの動きを

見せていただきたいというところは本当に強く要望するところでございます。昨年度も、今

年度にはと言うてたんですけど、ほんまに今年は真剣に考えていただきたいというところで

ございます。

それでは、少し違う角度より質問しますけども、昨年の一般質問の際に、令和13年に迎え

る国スポについて触れました際に、競技会場の誘致に向けて、サッカー競技と相撲競技をす

る意向書を国スポの準備委員会というところに提出されたと聞いております。第１選定につ

いては、両競技とも、現在のところは、第１次は通っているということで間違いないでしょ

うか。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 令和５年２月に、サッカー競技として新庄第１健民運動場と新町公園球技場を、また、

相撲競技につきましても、開催地としての意向書を提出いたしまして、令和５年９月１日付

競技会場として選定する旨の通知がございました。新町公園球技場につきましては、現在、

練習会場として調整されています。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 ありがとうございます。今、聞いてもらったように、サッカー競技については新庄第１健

民運動場、相撲競技についても市民体育館を競技場として第１次は選定をされたというとこ

ろでございます。それに対しての、これ以降のスケジュールというのはどのようになってい

くのかというのを教えていただきたい。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 国民スポーツ大会、奈良県大会の全体のスケジュールといたしましては、令和６年に

正式競技、特別競技、公開競技の会場地が選定されまして、令和７年に中央競技団体の正規

視察、令和８年に開催内定、令和10年に開催決定となり、１年前の令和12年には正式競技の

市といたしましては、競技開催地としての整備計画などを検討するため、奈良県と調整を図

りながら準備を進めてまいりたいと考えております。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 奈良県とも本当に協議をして調整しながらというところになってくるんですけども、この
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機会に、何回も言うようですけど、やっぱりスポーツゾーンと、国スポに向けての整備計画

というのは、しっかりと進めていただきたいというところでございます。将来の本市のスポ

ーツ振興を推進する上においても、７年後に迎える奈良国スポ、全スポについても、契機と

して捉えるべきものであると思い、その契機に、市としては、スポーツに親しめる環境づく

り、活動の場を整備していくことが必要でございます。事業手法などは次のステップとして

考えていくこととして、市としては、新町スポーツゾーンにある都市公園として位置づけら

れる新町運動公園の新庄第１健民運動場や新町公園球技場、コミュニティセンター、新町公

園テニスコートやウェルネス新庄などの施設の修繕とか更新だけではなく、このエリア一帯

を、何かコンセプトを持って整備していくという考えというのはございますでしょうか。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 新町運動公園エリアにつきましては、市民の皆さんが健康増進を目的にスポーツを楽

しみ、また、スポーツを通して交流いただける、大きな役割を持ったエリアであると考えて

おります。各施設については、全体的に老朽化が進み、改修が必要な時期を迎えております

が、国民スポーツ大会開催を機に、大会開催後の施設の活用について、また、市のスポーツ

振興に大きな役割を担うエリアとして、エリア全体の在り方についても検討してまいりたい

というふうに考えております。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 大会開催後、国スポだけで終わらんと、その後の活用、市民に愛されるようなところも必

要ですし、その後にどうやって維持していくかということもしっかりと考えながら整備を検

討していただきたいというところでございます。

本エリアについては、市民が、誰でも、いつでも、運動の機会が得られる場所となってい

ただきたい。市外から来られる方にとっては、魅力あるエリアとして活用していただき、僕

としては、収益もしっかりと伴いながら、持続的に発展できるようにしてほしいと、私自身

は考えているところでございます。先ほど部長の答弁でもあったように、国スポが開催され

た後においても、本市にとって有効で持続可能な、愛されるエリアとしてつくり上げる必要

があります。検討のほどよろしくお願いいたします。

さて、国スポでは、相撲競技についても本市で開催することが１次において決定をしてお

ているところなんですけど、これの会場を含め、練習場所についても、どのように考えてお

られるのかというところをお伺いしたいと思います。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長

す。競技には、競技用の土俵と練習用の土俵６面以上、そのほか、各都道府県の選手用の控

室などの施設が必要となってまいります。令和５年度に、競技団体と奈良県の国民スポーツ

大会準備室と市が現地を視察する三者会議が実施され、現時点での確認事項といたしまして

のテニスコートに６面を設置、また、選手用の控室については新庄第２健民運動場に設置す
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ることを想定しております。今後につきましては、令和７年の中央競技団体の正規視察後に

調整していくこととなります。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 市民体育館に土俵を設置すると。練習用の土俵については、体育館横のテニスコートがあ

ります。あそこに設置を、練習用６土俵というんですか、要るというところでございますけ

ど、これ、今、野ざらしというか、雨もかかる状態ですので、屋根とかも必要になってくる

のかなとか思いますし、その後も、例えばテニスコートでも、全天候型の形で使っていける

かもしれませんので、そういうことも含めて、いろいろと検討していっていただきたいと、

整備するに当たっても、思うところでございます。相撲競技については、相撲発祥の地のシ

ビックプライドとして、本当に国スポの会場に選定されたことは非常にうれしいところでご

ざいます。これについても、施設の整備、そして国スポ開催後の活用の仕方も含めて協議を

していただきたいと思います。

さて、令和７年３月末までには、全ての会場が決まっていくというところでありますけど

も、答弁から、サッカー会場においては、新町スポーツゾーンの中の１つでもある新庄第１

健民運動場が１次においては選定をされている。残念ながら、新町公園、新町公園球技場の

ほうは練習場というところになっております。これについては、観客のスタンドがないとか、

やっぱりそういうところが競技開催の選定場所にふさわしくないというところで、練習会場

になったというところで聞いております。

本市の新庄第１健民運動場については、40年前に整備されてから、天然芝に関しては、皆

さんも知ってもらっているように、お金もかけて、市の財産として受け継がれながら、今で

も、市もそうやし、市内外からも本当に高い評価を得ていると感じておるところでございま

す。しかし、それ以外の施設に関しては、ほとんど変わっていないという状況でございます。

しつこく言うようですけども、私としては、やはりこれを契機として、グラウンドだけでは

なく、スポーツゾーンとしての再整備計画を立てる必要があると感じておるところでござい

ます。ずっと言われるんですけども、前の答弁でもそうでしたけども、財政状況を鑑みてと

いう答弁ではなく、このスポーツゾーンをどのようにしていきたいかと。例えば市民の方々

が集う交流の場や、健康増進を図れるような場にしていきたいのか。例えば、市民交流の場

だけにとどまらず、本当に有名なトップアスリートが集って、合宿とか、試合とか、競技と

か、そういう場にしたいのか。どういうふうにしていきたいのかという、そのようなスポー

ツゾーンの市長としてのビジョンというのはございますかというところと、スポーツゾーン

だけでなく、スポーツ振興、推進という大きい観点での市長のこれからの考えというのはあ

りますでしょうか。

杉本副議長 阿古市長。

阿古市長 市民の皆さんが、年齢や技術レベルを問わず、スポーツに触れる機会があり、生涯にわた

って、健康で生き生きと過ごしていくために、スポーツ環境を充実させ、スポーツ振興を進

めていくことはとても大切なことだと考えております。また、スポーツ振興を進める上で、

新町運動公園周辺エリアについては、市民の皆さんがスポーツを楽しみながら、さらには健
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康増進、交流を深めていただくための非常に重要なエリアであると考えております。新庄第

１健民運動場では天然芝の維持管理を日々職員が行っていますが、サッカー競技の大会など

の関係者から非常に高い評価をいただいているところでございます。この新庄第１健民運動

場につきましては、今、話がありましたように、令和13年開催の国民スポーツ大会のサッカ

ーの競技会場としていただけるよう意向書を提出いたしましたところ、今回選定となったと

いうことでございます。さらに、相撲競技の会場地としても同じく意向書を提出させていた

だきましたところ、市民体育館が会場として選定されました。令和13年の国民スポーツ大会

が開催されることを契機に、施設の整備を進めまして、市民皆様のスポーツ振興に寄与して

まいりたいと考えております。特に新町運動公園エリアにつきましては、新庄第１健民運動

場を中心に、どこまで整備が必要か。また、どのように整備をしていくのかにつきましては、

また、開催後の活用方法やエリアの在り方につきましても、今後検討してまいりたいと考え

ております。

以上でございます。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 市長から今、スポーツゾーンのところの重い答弁をいただいたんですけども、市長、スポ

ポーツ振興に対してというお考えというのはありますでしょうか。

杉本副議長 阿古市長。

阿古市長

目立つのは、サッカーですとかが目立つと思います。奈良県におきましても、Ｊリーグを目

指すサッカーチームがありますけども、そのような会場の整備ができるのかといいますと、

なかなかハードルが高いと感じております。市民のスポーツの振興ということにつきまして

は、かなりの整備ができますが、特定のスポーツを、例えばトップアスリートを招いて行う

いという考え方を持っております。奈良県内で、もし、それができる可能性があるとすれば、

奈良市か橿原市か、それぐらいのやはり人口規模がないと、そのような施設整備は難しいと

市単独で持つことになります。相撲発祥の地としての相撲競技の在り方ということにつきま

しては、全国的にも競技会場が少ない状況でございますので、可能性としては、そちらのほ

とって、そのスポーツ会場、施設がどのように有効利用されるかということを最優先に考え

ていきたいという考えを持っております。

以上でございます。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 ありがとうございます。今、市長のスポーツ振興に対しての考えを聞かせていただきまし
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たというところでございます。確かに、議員が言うのは簡単だと思います。僕は、スポーツ

エリアは、トップアスリートも来て、子どもらに夢を与えるようなところにしていただきた

いという思いも実際あります。そのようなことに向かってやっぱり市としても、できるだけ

やっていただきたいというところは、確かに人口規模のことも考えたら、そういうところは

あるのかなと。僕は夢を大きく持っていきたいなというところでございますけど、奈良県に

おいても、今、市長の、いろいろ振興のこともおっしゃっていただいたし、ビジョン、あそ

ポーツ振興に関してもおっしゃっていただきました。奈良県においても、令和５年度から令

和９年度において、第２期奈良県スポーツ推進計画というのを策定されております。基本理

念としては、だれもが、いつでも、どこでもスポーツに親しめる環境づくりに取り組むとさ

れております。一人一人のライフスタイルが多様化する中で、スポーツの持つ力というのは、

市民一人一人の生活や心の豊かさをもたらすものであると思います。

国においては、第３期スポーツ基本計画、県においてもスポーツ推進計画を策定されてお

ります。また、奈良市や生駒市、橿原市など他市町においても、スポーツ振興、推進に対し

ての中長期の計画を策定されておるというところでございます。本市においても、スポーツ

振興を推進させるため、また、先ほどの市長のビジョンとかをしっかりと明確にするために

も、そういうミッション、ビジョンを定めた中長期計画の策定を望むというところでござい

ます。今回、これについては急に言っていますので答弁を求めませんけども、私はそういう

のがあったらいいのではないかと思っておるところでございますので、国も、スポーツ基本

法第10条というのがあるんですけど、それに基づいて、各地方公共団体は、国のスポーツ基

本計画を参酌して地方スポーツ推進計画というものを定めなさい。これは努力義務なんです

けども、それに基づいて、奈良市とか生駒市とか、県ももちろんそうなんですけど、されて

う思いを乗せて、これは要望とさせていただきたいと思います。

スポーツに関連してなんですけど、今度、部活動の地域移行、連携に向けての実証事業と

いうのが本市においてもスタートされました。本市においては、文化部においてはコーラス

部の創設、あと相撲部の創設というのをされております。これの現在の状況というのを教え

てください。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 令和８年度以降の中学校部活動の在り方を検討する上で、今年度から、地域連携と地

域移行の両面から試験的な取組を実施しているところでございます。実証事業における地域

移行の取組としてのコーラス部と相撲部につきましては、活動内容紹介や体験日を設定し、

部員の勧誘を進めています。体験入部をした生徒もいますが、現在、入部には至っておりま

せんが、この２つの部活動については、今後の本市の中学校部活動として重要と考えていま

すので、引き続き、周知、勧誘に努めたいと考えています。また、地域連携の取組といたし

ましては、白鳳中学校の女子バレーボール部、吹奏楽部並びに新庄中学校のバドミントン部

において部活動指導員を配置し、指導に当たっていただいているところでございます。
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杉本副議長 西川議員。

西川議員 今年度より新たに実験的に行われている２つのクラブなんですけども、残念ながら、今年

度は入部に至っていないということでございます。これについては、本年度、３月の予算で

上げて急に始まったというところもございます。認知されていないというところが大きいの

かなと、僕の中では思っておるところでございます。これについては、中学校にいきなり部

活で相撲部があるよといっても、なかなかあれなので、事あるごとにＰＲをしていただきた

思うんですけど、100名近い小学生が来られて競技をしていたんですけども、そういうとこ

ろに中学校のほうでも、こうやって相撲部ができたよということをＰＲしていただきたいし、

また今度のけはや法要のときもわんぱく相撲ありますし、そういうときに小学生とかに向け

て相撲というのをＰＲしていっていただきたいと思うところでございます。せっかく相撲発

祥の地やというてるのに相撲部がないというのは、確かにそうやと思います。これは新庄中

学校の土俵も今は物置みたいになっているんですけど、しっかりと相撲というところ、そこ

はＰＲしていただいて、人数を増やして、クラブとして成り立たすようにしていただきたい

と思います。

このように、部活動を地域クラブに移行していくということになると思われるんですけど

うな状況であるのかというところを教えていただきたい。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長

と体力づくりセンターがございます。そこで様々な活動をしていただいております。部活動

の地域移行では、現在、両中学校で活動している全ての運動部活動を継続実施していきたい

と考えておりますので、今後、新たなクラブを開設することや、学校部活動を引き続き地域

連携として運営していくことなどの検討が必要であるというふうに考えております。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 令和６年度、令和７年度には、今、実証期間として定めておられるんですけども、令和８

年度は、完全に本格的に、休日については、部活動の地域移行、地域連携が始まります。休

日だけなんですけど、でも基本的には、休日だけじゃなくなってくると僕は思います。そや

から、これからのしっかりとした取組というのを具体的に教えていただきたいと思います。

杉本副議長 勝眞教育部長。

勝眞教育部長 令和８年度以降の中学校における休日の部活動の移行に向けた取組として、令和６年

でございます。当日は、学識経験者や地域クラブ関係者、保護者、学校教員代表者などの出

席をいただき、先行実施されている地域移行の現状と課題や、本市の状況等の協議を行い、

部活動の移行に向けた本格的な検討に入ったところでございます。今後は、小学生やその保

護者、教職員へのニーズ調査、運営団体、実施主体の整備、指導者や受皿となるクラブの確
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保などについての検討を進めていき、早い段階で運営方針や活動内容を決定していきたいと

考えております。多くの課題がある中ですが、令和８年度以降の移行に向けて丁寧に進めて

いきたいというふうに考えております。

杉本副議長 西川議員。

西川議員 タイムリーなことで、先週末、部活動の在り方検討委員会を開催されたということでござ

います。以前の一般質問でも、僕も話していたように、部活動に関しては、本当に地域でか

なり事情が変わってくるところでございます。今回開いていただいたような協議の場という

のを続けていただきながら、決して子どもたちから、スポーツや文化活動の機会を取り上げ

ることがないように、ここは大人がしっかりと責任を持って方針とか制度をつくっていかな

ければならないと思うところでございます。私自身もいろんなアイデアを出しながらサポー

トしていきたいと思いますので、これに関わっていただく方には本当にご苦労をおかけして

いるんですけども、本市で育つ子どもたちのために、何とぞご尽力いただけるようによろし

くお願いを申し上げます。

それと、先般において気にかかっているところがあって、中体連から少子化や教員の負担

軽減などを理由に全国中学校体育大会の競技種目を縮小するという発表がこの６月の頭のほ

うにあったんです。これについては、９つの競技種目について発表があったんですけども、

現在、本市の部活動にもある水泳も入っておりましたし、また、今回新たに創設した相撲も

なくなっているんです。これも縮小する競技の１つに挙げられておって、部活動の地域移行

だけでも、子どもたちにスポーツする機会を減らす可能性もある中、この発表のように、競

技する種目というのを減らすことになると、より一層、子どもたちにとって選択肢が少なく

なって、結果、スポーツする機会というのを取り上げてしまうということになりかねへんと

考えるところでございます。ですので、ここはしっかりと地域移行や連携を強化して、子ど

もたちをスポーツ弱者にしないように、この課題についても、部活動の在り方検討委員会と

いうところでしっかり議論をしていただきたいと要望しておきます。

これからもこの質問というのは、冒頭でも言ったように、ずっとしていきますので、私自

身の政治課題ということもございますし、引き続き訴えさせていただきます。よりよい方向

に向かうために議論を深めていただければとお願い申し上げ、私の一般質問を終了させてい

ただきたいと思います。ありがとうございました。

杉本副議長 西川善浩議員の発言を終結いたします。

次に、12番、増田順弘議員の発言を許します。一問一答方式で行われます。

増田順弘議員。

増田議員 皆さん、こんにちは。増田順弘でございます。ただいま議長のお許しをいただきましたの

で、私の一般質問をさせていただきます。

２点目は、前回の関連で継続質問になるわけでございますけれども、災害時用トイレの備え

の充実についてでございます。

これよりは質問席にて進めさせていただきます。よろしくお願いします。
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杉本副議長 増田議員。

増田議員 それでは、よろしくお願いを申し上げます。

まず、本市の人口動態についてお尋ねをさせていただきます。人口の増減に関する要因に

つきましては、これは私の見解でございますので、いろんな考え方があると思うんですけど、

４点あるかなというふうに思います。まず１つ目は、出生者数、生まれてくるお子さんの数

に対して、死亡、亡くなられる方の数、そして転入される方の数、それと転出される方、こ

れのプラスマイナスによって人口が増減するであろうと、そういうことかなというふうに思

うんですけれども、現在と10年間、どのように出生者数等が変化したのか、お尋ねをいたし

ます。

杉本副議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 市民生活部、西川です。よろしくお願いいたします。

の数値をお示しいたします。出生数、平成26年度306人、令和元年度299人、令和５年度250

人、10年間で2,909人となっております。死亡者数ですが、平成26年度352人、令和元年度

355人、令和５年度390人、10年間で3,663人でございます。転入者数は、平成26年度1,213人、

令和元年度1,209人、令和５年度1,195人、10年間で１万2,035人となっております。転出者

数ですが、平成26年度1,034人、令和元年度1,077人、令和５年度1,016人、10年間で１万227

人となっております。最後に人口でございます。平成26年度３万6,979人、令和元年度３万

7,412人、令和５年度３万7,842人、10年間で863人の増加となっております。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 詳しくお調べいただいてありがとうございます。５年間、10年間で、まず、出生者数が

2,900人生まれられて、ところが死亡者数は、2,900人に対して3,600人と増加傾向にあると、

こういう状況ということです。一方、転入者数のほうは、１万2,000人の増ということに対

して、出ていかれる転出者数が１万人ということで転出者数を上回る。トータル的に860人

のプラスになったということでございます。分析をして、ここで私が注目したいのは、出生

者数、生まれてくる方の数と、それから、今後転出される方の対策といいますか、この２点

に絞って今回質問を進めさせていただきます。

まず、出生者数に関してでございますけれども、令和６年４月に人口戦略会議から、国立

社会保障・人口問題研究所が出された、地域別の将来人口、推計人口に基づきまして、これ、

皆さん方も見られたかと思いますけれども、全国の各自治体の持続可能性についての分析が

公表されました。消滅可能性自治体という衝撃的な表現の、こういう、なくなるぞというふ

うな、そういった自治体が744ある。こういう公表でございました。この分析のもとになっ

ておるというのは、20歳から39歳までの女性の人数が、2020年から2050年までの30年間で

50％以上減少する。そういうふうに推測される自治体については、消滅可能性自治体である。

要するに、お子さんを産む可能性の高い年齢層の人口減少率、こういった推計で消滅可能性

自治体と。逆に、減少率が20％以下の自治体を自立持続可能性自治体と、こういった判定を

されて、全国で65自治体がそれに分類をされたということでございます。
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本市の判定につきましては、この65に属する自立持続可能性自治体に分類されたと、こう

いうことでございます。非常にこの評価については、私は、なかなかいい評価をいただいた

といいますか、現状把握、そういうことかなというふうに感心したわけでございますけれど

も、これにつきましての評価並びに分析、どのようにされておるのか、お尋ねをいたします。

杉本副議長 高垣企画部長。

高垣企画部長 企画部、高垣です。よろしくお願いします。

街地が共存し、バランスがよく、安心して子どもたちを育てられる環境が広がっているのも

要因の１つと考えます。また、子育て世代のみならず、全ての世代にも安心していただける

よう、福祉や安全に対するこれまでの市政の取組がこのような形で評価された結果、市民が

満足、安心、人々が集まって人口が増、まちが元気、税収が増、行政サービスが充実、市民

が満足、安心という地域の発展につながる好循環を生み出されているものと考えることもで

の目指すべきまちづくりの姿を常に意識し、社会情勢に合った取組を続けていくことが必要

であると考えています。

以上です。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 ありがとうございます。本市の近年の人口動態につきましては、実態から見て、特区によ

るミニ開発が活発に行われて、子育て世代の方々が転入される率、人口が主流を占めている

のかなと、こういうふうなことが人口動態の増加傾向値に反映されているのであろうと、私

はそういうふうに推測するわけでございますけれども、いずれにいたしましても、子育て世

代から魅力ある自治体というふうに評価され続けるための施策、先ほど部長からご説明ござ

いましたように、通過点であって、評価し続けていただくための施策が重要であるというふ

うに私も感じております。そういう意味では、既に各種子育てに関する支援事業、積極的に

取り組んでいただいているというふうに評価をさせていただきます。その内容につきまして

は、市で発行されております子育て支援情報誌、こういう、小さめ、ハンドブック的な資料

でございますけど、こういった情報誌で分かりやすく紹介をされておるというふうに、私も

先日、當麻庁舎に行かせていただいたときに、これをもらってきました。いろんなことを書

いていて、いろんなことやっていただいているなんてすごくよく分かるんですけども、この

情報の配布、やっぱり知っていただくことが重要なので、どのように配布をされておるのか、

お尋ねをいたします。

杉本副議長

配布方法につきましては、母子手帳交付時に健康増進課で手渡しをしているほか、公立、

私立の保育所、保育園、幼稚園、こども園、新庄、當麻両庁舎の窓口や公共施設に設置して
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杉本副議長 増田議員。

増田議員 今、説明がございましたように、母子手帳交付時、渡しているのはこれだけだと思うんで

す。あとはお好きに、自由にお取りください。一体何人の方に、母子手帳分プラスアルファ

でしょう。私は、この配布方法で十分なのかなという、せっかくお作りになったものなので、

もう少し工夫、転入者の転入届を出された方に配るとか、そういった工夫も、もう一工夫、

周知徹底方法をご検討いただく必要があるのかなと。これ、見ないと分からないので、これ

ていただいて、転入していただいている方も当然それはあると思うんですけど、詳細な実態

についての取組状況というのは、これでダイジェスト、まとめられておるというふうに思い

ますので、しっかりと周知してください。せっかく作ったんだから。恐らく、これ、そんな

に出てないと思うので、よろしくお願いします。

このことに関して、このことというのは子育て世代の支援対策についてでございますけど

も、先日、厚生文教常任委員会におきまして、視察研修を実施されました。私も委員として

参加をさせていただきました。その中で特に私が注目した事例を今回紹介させていただきま

す。それは広島県府中市の取組でございます。府中市におかれましては、県の南東部に位置

府中市につきましては、６万人近い人口から３万5,000人、急速な人口減少が起きておると、

こういった地域でございますけれども、減少対策の１つとして、子育て支援の充実に非常に

力を入れておられます。具体的には、人口減少によって厳しい経営状況となりました、地元

の中心部にございます百貨店から市に対しまして、フロアの活用についてのご提案があった

ということでございます。店じまいといいますか、百貨店の半分店じまいといったようなイ

メージかなと思いますけれども、子育てや地域の活性化に活用していただけないか、どうか

ということで、ほぼ２階のフロア全部でございますけれども、4,300平方メートルの２階の

フロアを無償寄附という形で市が受け入れられまして、予算３億5,000万円をかけまして改

修をされたということでございます。

その中の１つに、子育てステーションちゅちゅという、お子さんの一時預かり事業が行わ

れておられました。実際にちょうどお預かりをされておる実情といいますか、状態も現地で

見させていただくことができました。どういう方のご利用ですかというふうにお尋ねをしま

すと、在宅での子育てをすることに関しては、別に苦はないと、自分の子どもを自分の家で

育てる分には、別に保護者としての負担というのもそんなに、当たり前のことであるという

認識の下に、しかしながら、少し疲れたとか、自分自身リフレッシュしたいとか、通院、買

物、そういう私的理由でちょっとの時間、見ておいてという、そういった一時預かりかなと、

私、聞いていてそういう感じがしました。なるほどなと。そうですよね。ちょっと見ててと

いう、そういう一時預かりという、予約をしてどうこうじゃない、ちょっとお願いねという

感じ。

このことに関連いたしまして、先日、奈良県が、結婚、子育ての実態調査、こういったも

のの調査をされまして、その結果が新聞で報道されておりました。その中で、夫については
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54.2％、妻、お母さん、58.1％、これだけの方が、子育てに対する身体的、体力的な不安や

負担感を感じていると、こういったことであると答えておられます。また、42.3％のお母さ

んが、自分の自由な時間がないということで回答をされております。私も、そういった年頃

の、２歳の孫を抱えるおじいちゃんでございますけれども、私の妻に、ちょっと見ておいて

といって自分の仕事をしてくる、用事を済ませてくるとか、ちょっとお願いねという、そう

いった少しの余裕というものが求められておるのかなと、こういうふうに感じたので、今回

提案をさせていただくわけでございますけれども、本市におきましても、先ほどから申し上

げております、ここにあるような様々な子育て支援策を講じていただいておりますけれども、

このような負担を支援する対策、こういったものが若干不足しているのではないか。ここに

ありますよ。どこかの保育園に予約していただいたらお預かりしますと、書いているんです、

一時預かり。それで十分なのかなということがあるので、あえて、ご提案でございますけれ

ども、本市におきましても、このような一時預かり事業の充実を前向きに検討いただくこと。

これによって、子育て支援のより一層の充実につながるものであるというふうに感じます。

安心して出産、子育てのできる環境づくりであるというふうに、私は、こういう支援事業を

期待しておるところでございますけれども、このことにつきましてのご所見をお聞きいたし

ます。

杉本副議長

護者の心理的、身体的負担を軽減するため、未就学児を一時的にお預かりする一時預かり保

育を行っています。対象となりますのは、生後６か月から就学前までのお子さんで、公立で

は磐城第２保育所、民間では華表保育園において実施しています。手続としましては、前月

までに面談等を経てお子様に関する情報を把握し、事前の登録制をとった上でご利用いただ

いております。ご利用につきましては、４時間以内の場合は900円、４時間以上の場合は

1,800円をご負担いただいております。昨年度の実績は、磐城第２保育所におきましては、

24名のお子様が、延べ118人のご利用がございました。

今後の一時預かり事業の、違う形でというようなご意見でございますが、現在実施してお

ります保育事業の一層の充実を図りながら、先進地の事例や市民の事情につきまして、今後

研究を進めてまいりたいと考えます。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 さらに、先ほど言いましたように、ここにも書いている、より一層の充実、もう少しカジ

ュアル化したものの取組というのを紹介させていただきましたので、前向きにご検討いただ

けたらというふうに思います。

次に２点目の、転出者につきまして質問をさせていただきます。転出される方につきまし

いますけれども、しかしながら、学業であったり、結婚であったり、それからお仕事の関係

城市はそんなに多くないというふうに言われていますけれども、空き家問題、増加につなが
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っている。これもうまく、ある一定の時期が来ると戻ってこられてというふうな、そういう

ふうな回転をすればいいんですけど、１回出たら、なかなか元へ戻ってこられない。空き家

になっていると、こういったことが今の実態かなと。特に山間部等々につきましては、そう

いった状況が多く見受けられるように感じておるところでございます。

このような方々につきましては、このようなというのは、転出をされた方々、出ていって、

いっているんですけど、なかなかいい評価はいただけない。私のせいもあるんですけども、

てきたいといったような、そういう評価をいただけるようなまちに進めていただきたいんで

すけども、ところが、住みよさランキングは奈良県１位なんです。私は、住みよさランキン

グというのは、住んでいる人が奈良県は１位と言うたのと違うんです。外から、外の方から

見たら。だから転入者も多いんです。ところが、住んでいる方に聞いたら、そうかと、まあ

まあとか、あかんでとか、あんまり、ちょっと辛口なんです、地元を知っている方は。私は

やっぱり地元を一番よく知っている方がふるさとを自慢するぐらいの、何かそういうふうな

まちに戻ってきたいなとなるような、そういうふうなまちになるような、なかなかそういう

ようなケースが少ない。市長は首を横に振られていますけれども、私は若干、田舎のほうで

すので、平たん、便利なところは比較的評価が高いかもわかりませんけども、交通の便の悪

いところにつきましては、あまりいい評価をいただけてない。

関係人口といいますか、地元出身者の方、こういう方々に故郷を再認識していただく機会、

これ、いろいろと私も、どういう方法があるのかなと。ある情報誌を見ていると、同窓会の

開催に市から、県から補助金を出している。これは私も、そうか、なるほどね、ふるさとで

育ったときの思い出を語るというのは非常にいいことかなと。岡山県につきましては、県レ

ベルで補助金を出しているんです。開催経費の領収証を持ってきたら、参加者１名に何ぼ補

助すると、こういった形で、同窓会に対する補助金を出している。Ｕターン促進を県として

は図っているんだと、こういうことでございますけれども、先ほども申し上げましたように、

久しぶりに再開した友達と当時の懐かしい思い出に浸り、地元のよさの再発見の機会になる

た同窓会に対する補助をご投入いただけないか、ご検討いただけないか、お尋ねをいたしま

す。

杉本副議長 高垣企画部長。

高垣企画部長 企画部、高垣です。

本市でも、大学卒業による就職などにより、20歳代、若年層の人口流出がございます。た

だし、後に、子育て世代となり、本市に戻ってきていただけるよう、また、長年居住いただ

いている高齢世代にもより安心いただけるよう、全ての世代へのバランスのよい政策を実施

はどのような形で実施していけるのかを、他市の状況も確認しながら研究させていただきま
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す。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 研究と言わんと、そんな大きな予算でもないので、非常に私はいい試みであるというふう

に思います。県内でも、吉野町とか、これは地方になるんですけども、やっておられます。

県内でも結構、複数の市町がこういう取組を実施されていますので、研究しておいていただ

きたいと思います。

人口微増ということで、これでいいと思っていたら、波というのがあって、増えたかと思

うと止まった。止まったかと思うと減ったと、こういう状況に入ってくるので、先ほど申し

上げられたように、継続的に取組を続けていただく必要があるのかなと思います。

人口減少につきましては、将来の地域を支える力、担い手の力が低下するということにな

る。支えられる者が多過ぎて、老人１人を支えるのに何人かかるとか、最近よくそういう表

現をされますけど、非常に心配になってきます。一方、急激に増えるというのも、大型の開

発、最近そういうのはないですけども、１万人とかの単位で増加すると、これまた公共施設

の整備、大きな投資が必要になってくるということで、これはこれでまた困るということで、

先ほどの人口戦略会議では、日本の人口、今、１億3,000万人とか、4,000万人ですか。2100

年を視野に8,000万人水準にする。この水準で未来に向けて安定した社会構造をつくってい

くと。ああ、なるほど。そんなに増えることを望んでも、出生者率1.2とか、それを下回っ

ているぐらいですか。それから見ると、しかしながら、8,000万人ぐらいは、やっぱり日本

として必要であろうと。これをいかに継続させていくかが問題であると、こういうふうに提

言をされております。

それを本市に置き換えるということは無謀ではございますけれども、今住んでおられる市

民の皆さん、この方々に、外からの高い評価もいいんですけども、今住んでおられる方の満

れますし、取り組んでおられることは重々承知をしておりますけれども、特に今住んでおら

れる方の満足度を上げていただく。継続していただく。このことが私は必要かなと思います。

減るのは分かっているというものの、３万人では困ったものだと。微増ですので。５万人は

多過ぎであろうと。４万人水準が長期にわたって維持できるように、私は、こういう１つの

水準、基準を、行政を預かる者にとっては、非常に人口の将来展望、人口ビジョンというの

は、大切な戦略の１つでございます。私は、４万人というものをしっかりと守っていくとい

いますか、継続できるような、そういうふうな取組に力を入れていただきたいというふうに

思います。変なところで大きな声を出したので、市長も、このことに関してご意見がござい

ましたら、お伺いします。ないですか。

杉本副議長 阿古市長。

阿古市長 最近は人口の話が非常に話題になっております。奈良県の推計人口、毎年、年報を出され

39市町村ある中ででございますけども、同じく生産年齢人口が39市町村で７位。それと、老

人人口という言い方をしましたか。そちらのほうが39市町村中、下から４番目というような
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人口構成になっております。非常に恵まれておりまして、実は奈良県で昨年、唯一人口が伸

自治体という評価も含まれておるのかなと、現状がそういう評価であろうかなという認識を

しておるところでございます。

にも子育てしやすい自治体であるという評価をいただいておるところと、実はそれだけでは

いけない。私どものまちづくりは、全ての世代が住みやすいまちであるということが大切だ

というまちづくりで、たまたま、子育て世代を切り抜いても、住みやすいまちであるという

まちづくりをつくり上げてきております。それがまさに全体として住みやすいまちであると

いう評価であると認識としております。といいますのが、子育て世代というのは、子どもの

政策だけで取り上げて住むわけではございません。当然、お父さん、お母さんも一緒に住ま

れますので、その地域の環境や行政サービスの在り方、全て総合トータルの中で、その地域

に住むか、住まないかということを考えられます。賃貸の場合もありますし、私どもの場合

は、割合と分譲住宅がございますので、一生に一度の買物をする中で、それだけの買物をす

るのですから、当然のことながら、調べられて来られます。それに選んでいただけるまちで

あるということでございます。

私が当初、就任したときに申し上げたのは、住んでいる人が幸せを感じていただけるまち

づくりをしたい。それが私の望むまちづくりです。まさに住んでいる人が幸せであると感じ

るまちは、外から見たら住みたいまちに変わるわけでございますので、自然な形で人口増に

なってきているというのは非常にありがたいと感じております。議員ご指摘のことも参考に

しながら、更にこのまちづくりが発展するように、日本全国が、たとえ人口が半分になろう

とも、これは全体が半分になるのではなくて、減るところもあれば、減らないところもあっ

だけるようなまちづくりを更に発展させていきたいと感じているところでございます。

以上でございます。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 ありがとうございます。繰り返してお願いしますけども、市長も、今の答弁でございまし

たけれども、やっぱり住んでいただいている方の満足度、そこに私はしっかりと注力をして

いただく。このことを再度お願い申し上げておきます。

次、災害時のトイレの備えについて質問をさせていただきます。１月１日、能登半島地震、

また、６月３日には、同じ能登半島付近で震度５、非常に地震が多発を続けておるというふ

うな状況でございます。さきの地震では、多くの財産とそれから命が失われております。こ

のような地震災害、いつ、どこで起きてもおかしくないというふうに言われておりますので、

日頃の備えが十分重要であるというふうに認識をしておるところでございますけれども、今

回の質問につきましては、前回の最後のところで若干触れましたが、マンホールトイレにつ

いて再度質問をさせていただきます。

災害時への備えの中でも一番重要だというふうに、私、いろんな報道の中で聞いていて、
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ああ、そらそうやと思ったのが、やっぱりトイレでございます。発災時、３時間、４時間、

一番先に困ったと思うのが、喉が乾いたわけでもなく、腹がすいた、両方我慢できるんです

けど、トイレは我慢できない。大体３時間、４時間たつと、もよおしてまいります。これを

我慢せえと、どうするねんと。やっぱりそれだけ緊急性の高いというものがトイレであると

いうこと。けがして出血して治療せなあかんというのは置いておいて、そういった１つの生

活する上での不自由さというのは、トイレが一番であると。こういうふうなことを報道等で

痛感いたしました。私、実際にそういう災害に遭ってないので分からないんですけども、そ

ういう教訓を得たということ、それからいろんな職員の派遣していただいた方からのご報告

にも、そういうものが報告としてされておると。そういう重要性を今回の当初予算に反映す

べく、トイレカーを２台、これ、そやけど早いですね。１月の地震で、事前に用意できてい

たのか、そこのところは推測できませんけれども、トイレカー２台を予算計上されて、購入

を予定されている。この内容につきまして改めて説明を求めます。

杉本副議長 林本総務部長。

林本総務部長 総務部の林本です。よろしくお願いいたします。

先ほど議員もお述べのとおり、本年１月１日に発生いたしました能登半島地震におきまし

した職員からの報告によりまして、大地震が発生した場合において、改めてトイレ問題が重

要な課題であると認識をいたしました。このことを踏まえまして、令和６年度当初予算にて

小型トイレカー２台を購入いたしました。この小型トイレカーは、ベースが軽自動車となっ

ておりまして、普通免許で運転が可能でございます。加えて、４輪駆動仕様であり、機動性

も高く、ある程度、道が狭い、また悪路であっても走行が可能となっております。便器につ

きましては、１台につき２基の洋式便器を配備しており、１台当たりで約100回から200回の

使用が可能となっております。また、給水はポリタンクで行うことができ、タンク内のふん

尿は、下水道があれば直接排出することが可能でありますとともに、ふん尿車両としても登

録できますので、公道を走行することが可能であり、自走して排出場所まで移動することが

できます。購入費用につきましては、２台で1,716万円となっており、財源として緊急防

災・減災事業債、いわゆる緊防債、こちらを活用しております。なお、既に業者との契約を

済ませており、納期につきましては、令和７年３月21日までを予定しております。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 ありがとうございます。今、説明ございましたように、有利な起債を活用されて大災害に

被災したと。２台のトイレでどこまで用が足せるねんと。こういった素朴な疑問も起きるわ

けでございますけれども、平時の活用も含めて、どのような運用方法をご検討いただいてい

るのか、お聞きします。

杉本副議長 林本総務部長。

林本総務部長 平時におきましては、市民体育祭などの多くの市民が集うイベントなどでトイレが不

足すると予想される場合に、現地に配備する予定でございます。そうすることで、市民の皆
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様に対して、市の災害時のトイレ対策の啓発になるとともに、併せて、災害に対する備えに

ついても積極的に啓発を行っていきたいと考えております。また、現在本市で実施しており

ます市民参加型の避難所運営訓練などにも出動し、避難所におけるトイレ環境の整備につい

て考えていただく重要な機会として活用していきたいと考えております。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 さっき私が言ったように、２台でどこまで用が足せるねんということです。あるぞという

周知につきましては、体育祭等で、ああ、こんなん買ったんかということですが、これが自

分のものや、自分が使うんだというだけの用じゃないなと、私はこれで満足しておったらあ

かんのと違うかというふうに感じました。

次に、トイレの装備の中で、吸収源対策公園事業で設置をされた公園につきましては、災

害用トイレ、マンホール、写真を撮ってまいりました。ただの空き地に鉄板のマンホールが

置いてあるだけです。これではただのマンホールにすぎません。こういった鉄の蓋でこうい

うふうにされると。もうちょっと拡大をしたら、ここに何て書いているかというと、災害用

トイレと書いているんです。これ、トイレかと。これ、ただの蓋やないかと。トイレという

のは、上もついててトイレなんですけど、これが災害用トイレ用と書いていたらまだ分かる

んです。ここに何らかのものが必要であるということです。ということで、こういったマン

ホールが装備をされておりますが、この設置状況をお尋ねします。

杉本副議長 林本総務部長。

林本総務部長 市では、吸収源対策公園緑地事業で現在までに８か所の公園を整備した際に、事業外

ですが、19基のマンホールトイレを設置しております。また、令和５年度に改修を完了いた

しましたいきいきセンターにおいても、３基を設置しております。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 ありがとうございます。先ほど申し上げましたように、トイレとはいうものの、マンホー

ルの蓋です。これが８か所と、いきいきセンターに３基、22基が現在、トイレをつなぐこと

のできるマンホールが22基ある。こういう認識でございます。この上の部分、肝腎な本体、

トイレの本体といいますか、これはどうすべきだというふうにお考えですか。

杉本副議長 林本総務部長。

林本総務部長 先ほどの吸収源対策公園緑地事業で整備いたしました８公園のマンホールトイレの基

礎部分につきましては、公園緑地の整備の際に、各大字からのご要望に基づき設置をさせて

いただきました。その際に、トイレ本体及びトイレ用テントにつきましては、公園の緑化維

持の管理をお願いしております各大字にてご準備いただきますようご説明をさせていただい

ております。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 これ、上は買ってないということなんですよね。これ、私も調べて、安いといいますか、

金額的に低いので15万円ぐらいですか。２基で30万円、そのぐらいの予算かなとは思うんで

すけども、先ほどトイレカー、非常に有利な起債で、1,700万円かかっているけども、市の

負担は200万円ちょいぐらいで購入したんですというお話でございますけども、大字が本体
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部を買うんですけども、市の援助があるんですか。

杉本副議長 林本総務部長。

林本総務部長 現在のところ、公的な援助の予定はございません。しかし、生活安全課所管の防災減

災対策活動補助金を活用して購入していただくことは可能でございます。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 防災減災対策活動補助金につきましては、それなりの備蓄品であったりという購入を皆、

予定されておるので、トイレに導入する。金額的な余裕も含めて、若干これでは足りないと

いうことです。私は、大字の負担も何らかの形で、国の支援が得られる方法として、市が買

っていただければ、用は足すのかなと。大字で買うということなので支援いただけないので、

もう少し知恵を絞っていただけたらどうなのかなと思います。

先ほど説明ございましたように、８か所ですか、吸収源。避難所周辺に、私は、マンホー

ルだけでも、取りあえず、44か大字に装備をしていただくというところから、各地域のトイ

レの充実、こういう対策も進めていただけたらというふうに思うんです。このことに関して

いかがですか。費用的なものも含めて、どのぐらいかかるかも含めて、ご検討いただけない

ですか。

杉本副議長 林本総務部長。

林本総務部長 先ほど答弁もさせていただいていますけども、市が管理しております施設に設置した

分のマンホールトイレ、先ほども言いました、現在のところは、いきいきセンターの３基と

いうことですけれども、そちらにつきましては、市でトイレの本体及びトイレ用テントを準

備し、保管しているところでございます。今後のマンホールトイレ設置につきましては、下

水道管路の被災状況によりますけれども、災害時に市民の方々が安心してトイレを利用でき

る環境整備を進めるに当たりましては、大切なことであるとは考えております。

以上です。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 市の施設に対するマンホールトイレの充実、これは分かります。しかしながら、一番先に、

冒頭にも、２時間、３時間、まずは身近な避難するところ、地元の公園であったり、公民館

であったり、そういったところに駆け込んで、急場をしのぐといいますか、取りあえずは、

そこにトイレもあると。マンホールトイレもあるんだと。そういう充実を図っていただきた

い。半日たった、１日たって、市の施設に、あそこで布団も用意していただいているのでと

移動する段になると、それはそれの対策が必要なんですけども、緊急な、２時間、３時間、

発災後、５時間前後の緊急な対策ということになると、私は、地元、身近なところというこ

との充実を図っていただきたいというふうに思います。こういったまさかの備えにつきまし

て、市長のお考えをお聞きいたします。

杉本副議長 阿古市長。

阿古市長 本年１月１日に発生いたしました能登半島地震の教訓から、トイレ問題が非常に深刻な課

題であると認識をしております。災害時におけるトイレ対策につきましては、どのライフラ

インが被災したかという環境条件を想定し、それによって対応の方法を変えていくものと認
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識をしておるところでございます。できる限り多くの方法を準備しておく必要があると考え

ております。例えば、最悪のシナリオとして、電気、水道、下水道のライフライン全てが被

災、または使用不可能となった場合を想定しますと、まず、ご家庭においては、便器のとこ

ろに厚手のごみ袋等を準備していただきまして、水を使わないような処理をしていただく形

が最善の方法かと考えておるところでございます。ごみ袋さえあれば、家庭内のトイレ事情

というのはある程度解消できるものと想定をしております。また、避難所におきましても、

簡易トイレや段ボールトイレ、介護施設等でございますようなポータブルトイレがありまし

たら、同じような形でのトイレ事情の解消ができるのかと考えておるところでございます。

一方、仮設トイレの設置に当たりましては、時間がかかります。仮設トイレの設置におき

ましても、災害の規模、エリアによって、広域になりますとなかなか仮設トイレが行き渡ら

ないということも予想されます。そうした状況におきましては、議員お述べの、マンホール

トイレは非常に有効な手段だと考えております。現在、本市におけますマンホールトイレの

設置数は22か所となっておりますが、下水道が確保できる状態、近くに生活雑用水などの確

保ができるなど、環境条件が整えば、各指定避難所へも設置していくことが必要であると考

えているところでございます。災害時のトイレ事情というのは大変苛酷なことだと容易に想

像いたしますが、私は、まず、市民の皆様の生命、すなわちトイレを我慢する、トイレに行

かなくても済むというように、食事や水分を我慢するなどして健康状態が悪化することがな

いよう、いろんな条件の中での対策を講じていきたいと考えておるところでございます。

以上でございます。

杉本副議長 増田議員。

増田議員 ありがとうございます。マンホールトイレの重要性をご理解いただいたというふうに認識

をします。国土交通省では、下水道総合地震対策事業ということで創設をされまして、地方

公共団体がマンホールトイレを設置する、これはマンホール、下部構造物、先ほど言ったマ

ンホールの部分だけです。これに対して２分の１の交付金を対策費として支援すると、こう

いうふうにうたわれております。私は、災害時のためのトイレ対策につきましては、マンホ

ールトイレの普及が非常に有効であるというふうに認識をしておりますので、前向きなお取

組をいただきますようお願い申し上げ、私の一般質問を終わらせていただきます。ありがと

うございました。

杉本副議長 増田順弘議員の発言を終結いたします。

ここで暫時休憩いたします。再開は15時30分でお願いいたします。

休 憩 午後３時０９分

再 開 午後３時３０分

川村議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

10番、谷原一安議員の発言を許します。一問一答方式で行われます。

10番、谷原一安議員。

谷原議員 日本共産党の谷原一安です。議長の許可を得ましたので、一般質問させていただきます。

今回は上下水道料金についてと、それから高齢者の終活支援について質問させていただきま



－64－

す。

これよりは質問席より行います。よろしくお願いします。

川村議長 谷原議員。

谷原議員

そこで今回、最初に下水道使用料について、どういう状況かについてお伺いしたいと思いま

か。教えてください。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 上下水道部、井邑でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

１か月で１立方メートル当たりの税込み単価は、１立方メートルから300立方メートルまで

が88円、301立方メートルから750立方メートルまでが176円、751立方メートル以上が242円

となっています。一般的なご家庭で１か月20立方メートルをご使用になった場合の下水道使

用料は、税込みで1,760円となります。この金額は、県内12市の中では一番安い金額となっ

てございます。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 12市の中では最も安い料金で、平均して12市が2,647円、１か月20立方メートル当たりと

市と聞いております。五條市でも１か月2,200円ということですから、1,000円台で、そこか

に、やはり今インターネットでいろいろ調べますと、不動産会社のホームページなどを見ま

と、一月分かと思ったというふうにおっしゃる、つまり半額ぐらいになったというふうにお

っしゃるんです。住宅がよくなって、節水型の住宅になっているということもあって、大変

のか。これはどうしてなのかということについてお伺いしたいと思います。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 本市の下水道事業の令和４年度決算におけます経営の健全性を示す経常収支比率

は101.59％と、健全経営の水準とされる100％を上回っております。これは一般会計から補
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助金として大きな額を繰り入れてもらっていることが一番の要因となっており、下水道使用

料を安く提供できている理由となってございます。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 一般会計からかなり大きな金額の繰入れを行っていると、法定外繰入れという形で行って

いるわけです。これは、サービスは高く、負担は低くという合併時の約束というか、行政、

議会合わせてまちづくりをやってきたと。それでこうした形で低い下水道使用料をずっと維

市長は盛んにおっしゃっておられます。やはりこれは一般会計からの繰入れ、引き続き継続

すべきものと考えますけれども、市長の見解を伺います。

川村議長 市長が答えられますか。今この質問に対して誰が答えますか。市長に答えていただきます

か。

谷原議員 市長に答えていただいたら一番確かだと思っておりますので、市長に答えていただけるん

だったら、市長に答えていただきたいと思っております。

川村議長 部長が答えられますか。

井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 私のほうから答弁させていただきます。

おっしゃられた中には、基準外繰入れという繰入金がございます。まず、基準外繰入金と

は、国が定めた繰出基準によらない政策的経費や事業収入で経費を賄いきれない部分を補て

んするために繰り入れる負担金や補助金のことをいいます。本市の下水道事業は、下水道普

及率が99％に達し、ほぼ概成している状況です。そのため、整備の財源となった多額の企業

債残高を抱えており、その元利償還に要する経費などについて資金不足を起こさぬよう、一

般会計からの基準外を含めた繰入金により事業運営を行っている状況です。下水道使用料は

市民の生活と密接に関わるため、できるだけ安価な水準を維持したいと考えております。一

般会計からの繰入れにより、安価な下水道使用料で提供できることは、市民の住環境を高い

レベルで維持することができ、まちづくりの施策ともなり得ることから、当面の間は、継続

を市財政にお願いしたいと考えています。ただし、安定的な水道経営という視点から、定期

的に使用料水準の検討を実施してまいります。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 ありがとうございます。常々市長は、住みやすさランキングということもおっしゃるので、

市長のほうからそういうご答弁があれば確かかなと思ったんですけれども、引き続き、継続

していくことをお願いしたいということでありましたので、市長もそうしていただけるもの

と考えて、次の質問に行きたいと思います。

りますけれども、し尿の汲取り及び浄化槽処理の戸数もまだ残っております。これが一体ど

うなっているのかということについて伺いたいと思います。下水道接続世帯、し尿汲取り世
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帯、それから浄化槽処理の戸数及び事業者数がどうなっているのか伺います。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 葛城地区清掃事務組合に報告しています、し尿関係の人口に関する状況報告書に

よりますと、本年４月１日現在の本市の世帯数は１万5,770世帯で、そのうち下水道接続は

１万4,512世帯、し尿汲取りは229世帯、浄化槽処理は1,029世帯となっております。また、

事業所におけます下水道接続は369事業所、し尿汲取りは18事業所となっております。なお、

浄化槽処理数は把握しておりません。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 下水道接続は１万4,512世帯ということですから、本市の世帯数を１万5,770世帯とすると、

大変高い接続率になっているわけですが、し尿汲取り世帯も229世帯残っております。また、

浄化槽処理が1,000世帯余り残っておるわけですけれども、まず最初に、し尿汲取り収入に

対して支出がどうなっているか。これは一般会計のほうですけれども、また、その差額はど

うなっているのかということについてお伺いしたいと思います。収入、収支ということで決

算等でも出てまいりますけれども、し尿汲取りの収支について及び差額についてどうなって

いるのかということについて伺います。

川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 市民生活部、西川です。よろしくお願いいたします。

し尿汲取り業務につきましては、現在、業者委託により行っております。収支、支出の差

額につきましては、市で負担をしております。

以上でございます。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 市で負担しているということでありますけれども、令和４年度の一般会計決算では、し尿

汲取り委託業者に支払った委託料は1,318万9,000円余りであります。し尿汲取り手数料とし

般会計で負担しているということになります。これを単純に229戸で割ると、大体１年間当

分がそれぐらい、各家庭には援助されているというふうになると思います。

では次に、浄化槽処理を行っているところ、この世帯に対しては市財政から何らかの支出

はあるのでしょうか、伺います。

川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長

川村議長 谷原議員。

谷原議員 浄化槽処理を行っている世帯には、直接業者と契約をしておりますから、全く市の関与は

ないわけであります。

最初に戻りますけども、下水道接続については、下水道事業については一般会計から、先
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ほど言いましたように、これは約５億円近いお金が繰り入れられている、繰り出されている

と。だからこれを世帯数で割ると、１世帯当たり大体年間３万円程度になります。つまり、

下水道接続の世帯、あるいは、し尿汲取り世帯にそうした形で一般会計から出ているんです

が、浄化槽の処理世帯には全く何もありません。実は、過去には、旧新庄町においては、し

城市になってその途中から、これは山下市政の最後の段階、最後の年に変更になったと思い

ますけれども、なくなってしまったわけです。だから、私、非常に不平等というか、不公平

だというふうに感じておりますし、また、浄化槽の処理を行っている家庭から、非常に高い

処理について、補助もなくなったと、非常に負担が大変だという声をいただいております。

私は、今、浄化槽の処理は非常に高いということで、汚泥を定期的にきれいにくみ取らなけ

ればいけないんですが、それをくみ取らなかったら、オーバーフローして、それが用水路に

流れると。それが時々問題になったりするわけですけれども、定期的にきちっと浄化槽の汚

泥をくみ取ってもらわなあかん。それは各戸の中で、各戸の責任で業者と直接契約になって

おりますし、それが非常に高いということで、なかなかされないという家庭も出てきており

ます。

そこで伺いたいんですけれども、私は、これは市がここにも一定のやっぱり資金援助をす

る必要があるのではないかと思うんですけれども、定期的な浄化槽の汚泥汲取りを行うため

に、やはり市が何らか補助する制度をつくって、その様子も把握するということが必要だと

思うんですけれども、これについて市長のお考えを伺いたいと思います。

川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 全国的には、合併浄化槽の適正な維持管理を行っている方に対し、維持管理費の

一部を補助している自治体がございます。補助要件も様々で、各自治体の条件に合った形で

補助をされておられます。奈良県におきましては、川上村で実施をされております。今後は

調査研究してまいります。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 調査研究していただけるということなので、把握をしていただけたらと思います。住みや

についても補助しているということですので、全ての恩恵が市民に行き渡るように施策を実

施していただきたいと思います。

ているのでしょうか。それについてお伺いします。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 上下水道部、井邑です。よろしくお願いいたします。

本市の水道事業は、取水関係大字の協力により、安価な水道水源を利用させていただいて
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おります。また、職員の人件費や業務の民間委託などで経費節減の努力を続けてまいりまし

た。その結果、経常収支比率や料金回収率は継続して100％を上回っており、経営状況は良

好と言えます。そのため、合併後の約20年間、水道料金の値上げをすることなく運営できて

きたことが理由だと考えています。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 地元の協力を得て、ため池等の水を安く、原水として、自己水として使っていると。また、

経費節減に大変努力されて、安い水道料金を維持してきたというご答弁でありました。では、

それ以外の圏域の市町村につきましては、広域企業団に入る、統合するということになって

きました。今後の水道料金の見通しということになるわけですけれども、実は今回この質問

ます。この２つの水道ビジョンで水道料金の将来の推移、見通しを示しているんです。それ

水道料金のシミュレーションが出てまいりました。統合した場合のシミュレーションと比べ

ミュレーションをやっている。この３つの資料は、水道料金の見通しが全てばらばらなんで

す。これ、どうするんだろうと。一体どこでやるんだ、どういうふうな形でいくんだという

ことで、今日は問題点を整理するという意味で、なぜそういう違いが起きたのかということ

を伺ってまいりたいと考えております。

最初にお伺いしたいんですけれども、まず、平成22年度の水道ビジョンについて、水道料

金の水準に一番大きな影響を与えるのは、やはり浄水場とか、管路の更新とか、設備投資に

すごくお金がかかりますので、これが水道料金の水準に非常に影響するわけですけれども、

平成22年度作成の水道ビジョンでは、施設更新について２つ違う考え方を出して水道料金の

推移を予測しております。これはそれぞれどのような考え方で予測をされていたのか。平成

22年度の水道ビジョンでの料金の将来見通し、これ、どういう考え方でやっておられたのか。

２つ考え方を出されていますので、それがどういうものかということについてお伺いします。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 平成22年度策定の水道ビジョンでの建設改良費についての２つの考え方ですが、

１つ目は、法定耐用年数のみを指標として単純に更新する場合の更新費用を試算しています。

２つ目は、施設の重要度を考慮して更新する場合の更新費用を試算しています。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 １つは、法定耐用年数が来たら機械的に更新していきますと。でも、実際に法定耐用年数

で使えなくなるということはほとんどありませんから、だけど、法定耐用年数が来たら単純

に更新していくと。そうすると、これは赤字になっていくと。だから、赤字になるというこ

とは料金を上げなければいけないという試算です。もう一つは、施設の重要度を考慮して更



－69－

新していくと。その場合は、むしろ赤字にならずに経営できますということを示して、100

年安心の水道ビジョンということで出されていたわけです。つまり、重要度を考慮するとそ

うはならないというのが平成22年の水道ビジョンだったんです。

では次に、平成30年度に作成された水道ビジョンについて伺います。平成30年度に作成さ

れた水道ビジョンでは、水道料金の見通しについて３つほど、シミュレーションを行ってお

ります。１つは、水道料金を値上げしない。そうなったら経営はどうなるかといったら、こ

れは確実に赤字になるから、経営ができないということを示しております。そこであと２つ

の想定では、水道料金をこの時期にこれぐらい上げたらやっていけますという想定を出して

いるんです。改定率、どれぐらい水道料金を引き上げるかも書いてあるわけですけれども、

そこでお聞きしたいんですけれども、この３つの想定はいずれも、同じ建設改良費、同じ経

営計画に基づいて当然やっておられると思うんですけど、それだけ確認したいと思うんです

が、同じ経営の計画、建設改良費、同じものを見込んでやっておられるのかどうか。それに

ついて確認させてください。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 ３つのケースとも、建設改良費についての見込みは同額でございます。その額は、

令和20年度までの期間では、平均して年間２億円から３億円の投資が必要とし、令和21年度

からは急激に増加すると見込んで試算しております。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 建設改良費については、３つの試算とも、いずれも同じだということですから、同じであ

っても、先ほど言いましたように、水道料金の引上げについては、タイミングとか時期によ

って、これも変わってくるということを平成30年のシミュレーションでは出されているんで

す。ここでもう一回確認したいんですけども、平成22年度のビジョンと平成30年度のビジョ

ンでは、同じ建設改良費を見込んでいるんですか。これを確認したいと思います。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 平成22年度策定のビジョンにおきましては、年間約１億5,700万円を試算してお

り、平成30年度策定のビジョンにおきましては、先ほど申しましたように、平成50年までは

年間２億円から３億円、令和21年以降は急激に増加するという見込みを立てておりました。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 違うわけですね。平成22年度の場合は、建設改良費は１億5,700万円程度。平成30年度の

場合は、先ほどありました、平成50年度までは２億円から３億円で、平成51年以降は急激に

増加。ビジョンには書いてありますから、大体10億円ぐらいに上がると。だから、急激に上

がるということで、だから、平成22年度では、重要度を重視した場合は値上げしなくて済む

というのは、そもそもの建設改良費をあまり高く見込んでないというわけですね。ところが、

年間５億円で30年間、建設改良費を見込むというふうにやっているんです。それで料金のシ
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グラフと全く違うグラフになっているんです。ということは、建設改良費を幾らに見込むか

によって水道料金が大きく変動するということが分かります。どの程度設定するかというこ

とは非常に重要なことになってくるんだろうと思うんですけれども、その前に、もう一つ聞

いておきたいのは、水道料金の決定の在り方について、私は２通りの方式があるんだろうと

いうふうに認識しております。そのことについて伺っていきたいんですが、平成30年度作成

の水道ビジョンでは、アセットマネジメントに基づいて建設改良費を設定するというふうに

しているんです。このアセットマネジメントというのはどのような考え方か教えてください。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 水道事業におけますアセットマネジメントとは、水道ビジョンに掲げた持続可能

な水道事業を実現するために、中長期的な視点に立ち、水道施設のライフサイクル全体にわ

たって、効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体系化された実践活動を指します。実

践におきましては、代替性が小さい、受益者負担が原則などの水道事業の特性を踏まえつつ、

技術的な知見に基づき、現有資産の状態、健全度を適切に診断、評価し、中長期の更新事業

見通しを検討するとともに、財政収支見通しを踏まえた更新財源の確保方策を講じる等によ

り、事業の実行可能性を担保するものです。アセットマネジメントはストックマネジメント

と混同されがちですが、アセットマネジメントを構成している主たるものが施設資産のマネ

ジメントであるストックマネジメントであり、この核となるストックマネジメントのほかに、

資金のマネジメントと人のマネジメントを加えたものがアセットマネジメントです。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 アセットマネジメントは、資金の問題、それから人の問題、当然、事業をやっていく上で

大事なことですから、そういうことも考慮するけれども、根幹となるのはストックマネジメ

ント、つまり、施設の投資の部分です。施設の維持管理、更新の部分ですが、これをきちっ

とやっていくと、将来、中長期を見通して、この施設の維持更新を確実にやっていくという

ことに重点を置いた考え方ですね。そういうことが分かりました。

次に、これも私は非常に似た考え方だと思うんですけれども、県域水道一体化計画の中で

財政シミュレーションが行われているわけですけれども、そこでの水道料金の決定の在り方

については、これは県の資料の中で何度も出てまいりましたけれども、原価の計算の仕方、

水道料金の決定の仕方を総括原価方式で行うというふうにありました。これはどういう考え

方なのか。これについて教えていただけませんでしょうか。できたらアセットマネジメント

の関係等も含めて教えていただけたらと思います。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 総括原価方式とは、公益社団法人日本水道協会策定の水道料金算定要領に基づく

方法であり、過去の実績及び社会経済情勢の推移に基づく合理的な給水需要予測と、これに

対応する施設計画を前提とし、誠実かつ能率的な経営の下における適正な営業費用に水道事

業の健全な運営を確保するために必要とされる資本費用を加えて算定し、それに見合った額

を水道料金として定める方法で、損益収支方式とも呼ばれています。営業費用は、人件費、
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薬品費、動力費、修繕費、受水費、減価償却費、資産減耗費、その他維持管理費の合計額か

ら控除項目の額を控除した額を、資本費用は、支払利息及び施設実態の維持等に必要とされ

る資産維持費の合計額で算定します。この資産維持費とは、施設の建設改良及び企業債の償

還等に充当されるべき額で、維持すべき資産に適正な率を乗じて算定した額です。

次に、総括原価方式とアセットマネジメントとの関係についてですが、先ほどの答弁の中

で、アセットマネジメントは、施設資産、資金、人材の３つのマネジメントであると申しま

した。まず１つ目の、施設資産のマネジメントを全施設の改築費用の把握、優先順位を踏ま

えた点検調査及び改築、修繕計画の策定に反映させ、２つ目の資金マネジメントで使用料、

減価償却費、起債等の長期的な見通しに反映させます。３つ目の、人材のマネジメントでは、

最適な人員配置による人件費の把握が可能となります。よりまして、総括原価の算定要素で

ある営業費用、資本費用の双方の算定に関係いたします。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 アセットマネジメントでは、営業費用もそれから資本費用も両方を見込んで計算するとい

うことですけれども、先ほどありましたように、アセットマネジメントの根幹となるストッ

クマネジメントは、資本に対する費用をしっかり見込んでいくということですから、総括原

価方式においても、資産維持費をあらかじめ原価の中に見込んで、これを乗せて水道料金を

決定していくと。したがいまして、総括原価方式も、基本的には施設の維持更新をきちっと

やるための水道料金を設定していきましょうという考え方であろうと思います。そのために

県域水道一体化計画の中では、５年に一度、必ず水道料金が改定されるんです。30年間ずっ

と改定されて、30年後は改定しないかというと、そうではなくて、30年後もずっと上がり続

けると。それはなぜかというと、莫大な施設の更新、特に管路の更新をやっていくために、

それを確実にやっていくためにそういうふうな料金設定になっていくということなんです。

はどういう水道料金の決定の仕方をしているんだということなんです。このことを次にお伺

のか。ここら辺どうなのか。これをお伺いしたいと思います。

川村議長 井邑上下水道部長。

井邑上下水道部長 本市の水道料金は、合併に伴う水道事業の統合に合わせて、旧町のうち、安いほ

うの料金に設定し、その後、料金改定は行っておりません。旧町時代におけます料金は総括

原価方式ではなく、現金主義に基づき、現金収支を積み上げ、その収支を原則として料金算

定期間においてバランスさせる観点で、料金を設定する資金収支積み上げ方式を採用したも

のでございます。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員

方式ということが出てまいりました。現金主義に基づいて現金収支を積み上げて、その収支
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を料金算定期間においてバランスさせる観点で料金を設定する。難しい言い方ですけども、

水道料金の収入を考えながら、施設の設備投資についても慎重に検討していく。長寿命化も

図りながら、老朽化対策も行いながら、水道料金を考えていくというやり方だろうと思いま

す。したがいまして、今日はここまでなんですけれども、水道料金の決定におきましては、

どれだけ将来の資産維持費、建設改良費を見込むか。これは過去の、平成22年度、平成30年

度、それから奈良県のシミュレーション、いずれも、どれだけの見込みをするのかが一致し

ておりません。だから、どの程度の建設改良費を見込んでいくのか。これは今後とも、単独

経営をやっていくときは議論をしていかなければいけない。それからもう一つは、料金計算

の仕方です。水道料金は市民生活に重要な影響を与えますから、だから私は、市民生活に軸

足を置いた水道料金の決定をやっていくべきであって、施設をきれいにしたから料金がどん

どん上がるということでは市民は困るわけでして、この点についても今後議論をしていかな

ければいけないことだということで、今日は問題点の整理ということで、以上を質問させて

いただきました。

選択したわけですけれども、水道水の約４分の１が県営水道から受水しております。県営水

道の受水は、県営水道は広域水道企業団が引き継ぐことになっておって、今年３月、奈良市

に売り渡す用水の料金を130円から６円上げますと、136円にしますと。これは奈良新聞で４

月に報道されました。奈良市議会では４月に理事者側がこのことを報告して、質疑を行って

いることが奈良新聞に出ました。この６月定例会では、先週の水曜日及び今日の新聞にも、

奈良市議会で136円になることについてどう対応するのかを一般質問の中でやっているわけ

がいまだに説明されてない。議会で議論しようがないんです。一般質問で取り上げようがな

い。これは非常に私、困ったことだと思います。奈良市議会の様子だけ、どんどん市民が見

長、一刻も早く、報告だけでもきちっと議会にしていただきたい。このことを要望申し上げ

まして、次の質問に移ります。

齢者がいる世帯は何世帯あるでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 保健福祉部の中井でございます。よろしくお願いいたします。

年度で6,425世帯となっております。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 そのうち高齢者夫婦のみの世帯及び高齢者のひとり暮らしの世帯、世帯分離もありますか
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ら、なかなか正確にはならないと思いますが、一応把握されている高齢者のひとり暮らしと

なっている世帯は何世帯あるでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 こちらも国勢調査からの資料となりますが、令和２年度におきまして、高齢者夫

婦の世帯は1,823世帯、高齢者のひとり暮らしの世帯は1,377世帯となります。

川村議長 谷原議員。

谷原議員

ると3,000世帯程度あるわけですけれども、最初に、高齢者の方がご自宅で倒れられたりす

るなどして救急搬送されることがありますけれども、救急隊員に必要な医療情報を伝えるこ

な取組で普及状況がどうかということがお分かりでしたら、教えていただけませんでしょう

か。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 緊急時情報キット、安心キットと申しますが、の普及についてでございますが、

活支援コーディネーターが緊急時情報キットをきっかけとして始まる、住民主体の支え合い

活動の創出を目的として普及させております。安心キットの取組は、体調急変や災害時など

の救急時に迅速な対応ができるよう、医療情報、緊急連絡先などを記入したシートを冷蔵庫

に保管し備えるものでございます。自治会単位などで取り入れていただき、地域の方々で認

知し、助け合える関係を築いてもらうことを目的としております。配置状況といたしまして

は、令和５年度末で13大字、約1,500世帯となっております。希望の大字があれば、生活支

援コーディネーターが、地域づくり講座と緊急時情報キットの取組と併せて、出前講座を行

っております。また、令和６年４月開催の区長会におきましても、社会福祉協議会から緊急

時情報キットの案内をさせていただいております。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 これはすばらしい取組なので、ぜひ推進していただきたいと思うんです。社会福祉協議会

が推進している、それは委託しているということですね。本来は市の事業として委託してや

っておられるということで、分かりました。私、これ、すばらしいと思うのは、情報を伝え

る人が、実際に倒れられていると情報を伝えることができない。でも、冷蔵庫の中を見れば

医療情報が確実に分かると。例えば保険証の写しを入れるとか、あるいはお薬手帳の写しと

かも含めて、かかりつけ医も含めて分かると。ご本人が伝えられなくてもちゃんと伝わるよ

ていっていただきたいと思います。

それで、次にお伺いしたいんですけれども、ひとり暮らしの高齢者で、自宅でほかの人に
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川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 孤独死の人数につきましては、地域包括支援センターでは把握しておりません。

しかし、食の自立支援事業の配達時の様子であったり、地域住民からの通報により、自宅に

訪問することがございます。実際に訪問時に亡くなっておられた方は、令和５年度で２名い

らっしゃいました。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 ありがとうございます。職員も大変なお仕事だろうと思います。こういう孤独死をされる

方が、今、国の段階でも、厚生労働省などは、今後増えていくだろうということで、様々な

対応策を出してきておりますけれども、私は、こうした身寄りのない、ひとり暮らしの高齢

者の問題は、地方自治体でもしっかり今後サポートしていく必要があるのではないかと考え

ております。とりわけ、私などもそういう年になってまいりましたので、やはり自分自身の

死後、自分の葬儀及び納骨、それから遺品の整理、主にこの３つ、自分が１人になったとき

に、例えば自分に子どもがいなかったりとか、あるいは子どもがいても疎遠だったりとか、

いろんな方がいらっしゃいます。そういうときに、自分の死後どうなるのかということを、

やはり不安をなくすということが今後求められることになるのではないかと思うんです。

実は、こういうニーズが非常にあるものですから、民間事業者の中にこうした高齢者サポ

ートサービスという形で事業を展開されている事業者がいるんです。ところが、様々トラブ

ルが起きる。費用が高い、あるいは親族に知らせてなかったから、契約していた葬儀社と別

のところと契約してトラブルになったりとか、いろんなトラブルがあるということで、厚生

労働省が、こうしたサービスを利用するに当たっての啓発パンフレットまで出しているんで

す。つまり、それぐらい国民の中にニーズがあり、民間事業者がやり始めている。そこでト

ラブルも起きているということなんです。行政において、こういう相談を受けるとすれば、

先ほどからあるように、地域包括支援センターだろうと思うんですけれども、こうした相談

について、どんな相談内容、相談をされているか、まず聞きます。高齢者に対するご相談い

ろいろされていると思うので、地域包括支援センターの相談内容についてお伺いします。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長

市に住む高齢者等に関する様々な相談を全て受け止めまして、適切な機関、制度、サービス

につなぎ、継続的にフォローするとともに、必要に応じまして、また、包括支援センターの

各業務につなげていっております。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 具体的に、先ほど言いました、葬儀とか納骨先の問題、あるいは相続とか遺品整理につい

ての相談もあるのでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 包括支援センターでは、もちろん終活の相談についてもございます。また、ほか

の相談をしておりましても、終活の相談に至ることもございます。

川村議長 谷原議員。
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谷原議員

ターへ行くと、私もいただきました。見まして、よくできていると思うんです。無料でこう

いうことをやっておられて、整理できるようになっているんですが、私が気になったのは、

ノートの書き方のところで、一番下に、ノートの存在を誰かに伝え、保管場所を明らかにし

ておきましょうと。それはそうです。これ、葬儀場所をどこでとか、納骨先はどこでとか、

あるいは財産のことまで全部書くようになっていますから、やっぱり子どもがいれば、亡く

なったときに、これ見てや、ここに置いてあるよというふうに言っておきましょうというこ

となんですが、身寄りがなかったら、そもそも、こういうことを書いても、亡くなった後、

ちゃんとできるかどうか分からないということになるので、課題があると思うんです。

最初に述べました、緊急時安心キットのように、確実に情報が必要なところへ届くという

ふうに、難しいところはあると思っているわけですけれども、そこでお聞きしたいんですけ

ど、ほかの自治体でも最近、こういうことで、生前に、行政のほうから、例えば葬儀、ある

いは納骨先、あるいは遺品整理等について、事前に、生前に業者と契約することを行政が仲

立ちして、亡くなったら、その情報を業者に行政のほうから伝えるという取組をやり始めて

いるところが出てきております。最近では、５月８日に神戸市が記者発表していまして、神

戸ですから、こちらのほうまでは新聞記事になっておりませんけれども、エンディングプラ

ンサポート事業というものを６月３日よりやりますと。どう書いてあるかと記者発表の文章

を見ますと、頼れる身寄りがなく、生活にゆとりがない高齢者について、自身の葬儀や納骨

先などへの不安を解消するため、生前の葬儀、納骨予約（市民と葬祭事業者の間の契約）の

手続を市が支援する仕組みとしてエンディングプランサポート事業を実施し、６月３日より

相談受付を開始しますと。これは、先ほど言いましたように、亡くなったら業者のほうに伝

えて、契約をちゃんと執行するかどうかまで行政のほうで見ていくというふうな仕組みをや

おいて、こういう生前の葬儀契約について情報の提供等をやっておられるのでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 生前葬儀契約についてでございますが、任意後見契約は本人が死亡した時点で終

了となるということもございます。入院費や入院費用の支払い、お葬式、納骨など、死後事

務委任契約を結ぶ必要も出てまいりますが、死後事務委任契約は専門家と契約する必要がご

ざいますので、相談機関の情報提供は行っております。

川村議長 谷原議員。

谷原議員

ろうと思います。

次に、お墓の問題です。これも大きい問題でして、供養していただける方がいないと、お

墓があっても、供養していただく身寄りがなかったら、これは大変難しいということで、皆

さん、この点でも悩んでおられる方は増えているんですけれども、その中で、合葬墓の取組

が、公営の墓地を経営されている自治体でもちょっとずつ広がってきているかなと思うんで

す。橿原市に続いて広陵町も公営の合葬墓を造られましたけれども、そうすれば身寄りのな
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川村議長 西川市民生活部長。

西川市民生活部長 市民生活部、西川です。よろしくお願いいたします。

市営墓地には、合同墓も合葬墓も現在ございません。今、墓地の総区画数が1,683区画ご

ざいます。使用区画数が令和６年５月末現在1,248区画で、使用率は74.15％となっておりま

す。残区画もあることから、現時点での合同墓、合葬墓は考えておりません。

以上です。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 実は合葬墓、合同墓とか合葬墳墓とかいう言い方がありますけれども、過去、市議会にお

きましても、平成29年度の第４回定例会の一般質問で、当時の内野議員が、山麓公園の墓地

周辺に低料金で利用しやすい市営の納骨堂や合葬墳墓などを建設していただきたいというこ

とで、橿原市のことも詳しく調査され、紹介されて、私はそのとき初めてそういうことを知

ったわけですけれども、このときに阿古市長がこう答えられておるんです。しばらくの時間、

これは市民の方々の要望もございますし、その在り方についてしばらく研究の期間をいただ

けたらと思いますとおっしゃっております。既にこの答弁から５年もたっておりますし、厚

生労働省等も、高齢者のこうした身寄りのない方々に対する様々な施策、国のほうでも議論

もされ、各地方自治体でもいろんな取組が進んできているところでありますから、この点に

ついても、今後ともぜひ実現に向かって歩みを進めていただきたいと。これは要望させてい

ただきます。

それでは、先ほど少し出てきましたが、遺産、遺品の財産の処分の問題については、先ほ

どありましたように、一番確かなのは、生前に成年後見制度を利用することなんです。しか

し、これについては、大変使いにくいということもあって、なかなか広がっておりません。

られるか、伺います。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 まず、令和５年度の権利擁護相談の件数は430件のうち、成年後見制度に関する

ります。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 この制度を利用したいという方はおられるんですが、費用面で非常に苦慮される方もいる

んですが、実際費用はどういう費用になるのでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 成年後見制度に係る費用は、申立て費用と後見人等への報酬が必要となります。

申立ての費用といたしましては、申立ての手数料、郵送費用、医師の診断書、住民票や戸籍

抄本取得費用などを含めまして、金額は前後しますが、標準的な金額として約２万円から３

万円程度かかると想定されております。
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次に、後見人等への報酬につきましては、東京家庭裁判所の成年後見人等の報酬額の目安

によりますと、その方の資産の状況や後見人等の活動内容により変動はありますが、基本の

目安額は、月額およそ２万円程度となっております。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 月額２万円で、ずっと負担するのもなかなか大変なんですけれども、身寄りがないため、

特に所得が低いために、利用したくてもできないという方もいらっしゃると思うんですが、

救済制度はあるのでしょうか。

川村議長 中井保健福祉部長。

中井保健福祉部長 まず、認知症、知的障がいまたは精神障がいの状態にあるため、判断能力に乏し

く、日常生活に支障がある人や、家族からの虐待がある方、生活保護受給者に対しまして後

長が申立てする制度がございます。その中でも支払いが困難な方に対しましては、申立てに

係る費用を負担しております。また、報酬につきましても、その方の資産の状況により変動

はありますが、後見開始の審判の申立てを行い、専門家が後見人等に選任された場合、本人

が後見人等の報酬を支払うことが困難な人に対しましては、生活の場が在宅の方に対しては

月額２万8,000円、施設入所中の方に対しては１万8,000円を上限として助成しております。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 ありがとうございます。成年後見人の扱いについても、財産整理等につきましては、各自

治体でもいろんな工夫をされているようです。成年後見人に必ずしも頼らなくても、どうや

るかということについてもいろいろ研究が進んでいるようですので、ぜひ、いろいろと工夫

をしていただけたらと思うところですけれども、今、全国でこうした取組が進んでいるのは、

発端となったのは、神奈川県の大和市のおひとりさま支援条例、ネーミングが強烈だったの

で一躍有名になりましたけれども、ここで、先ほど神戸市が行っているのは、サポートプラ

ンが行われた。モデルになったところです。それが今、全国へ広がっていっているわけです

と思うんですけれども、この点について、ぜひ、市長の見解をお伺いしたいと思います。

川村議長 阿古市長。

阿古市長

ています。今後も他市町村の終活支援について、より充実できる内容のものがあれば取り入

れて、高齢者が地域で健康で安心して生活が送ることができるように、様々な支援に取り組

んでまいりたいと考えております。

川村議長 谷原議員。

谷原議員 先ほど神戸市の事例を紹介しましたけれども、高齢者が最後まで、一番不安の種、心配の

種となる葬儀とか、納骨先とか、あるいは自分自身の遺品等の整理、特に身寄りのない、身

寄りの薄い方にとっては、大変これは大きな苦痛となっておって、今後、今はシングルの方

も、50代、40代、増えてきております。そういうこともあって、社会問題になってきている
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進めていただくことをお願い申し上げまして、質問といたします。ありがとうございました。

川村議長 谷原一安議員の発言を終結いたします。

お諮りいたします。

本日の会議は、この程度にとどめ延会いたしたいと思いますが、これにご異議ありません

か。

（「異議なし」の声あり）

川村議長 ご異議なしと認めます。よって、本日はこれにて延会することに決定いたしました。

なお、明日18日午前10時から本会議を再開いたしますので、午前９時30分にご参集願いま

す。

本日はこれにて延会いたします。

延 会 午後４時３１分


